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資金授受に立脚した国民経済計算体系の構築1

―コープランドの原点に立ち戻ったGDPを補完する
新たな指標―

立正大学　辻村　雅子
慶應義塾大学　辻村　和佑

【要旨】
バブル崩壊やサブプライム危機など，経済の節目となる事象は金融市場の混乱
が実物市場に波及する形態をとることが指摘される．残念ながら今日，世界各国
で公表されている資金循環統計は，金融市場取引のみの記述に止まり，実物市場
取引を包含しない．本研究では経済主体間の資金授受に着目することで，実物・
金融の両市場を包括する国民経済計算体系を提案する．また既存の国民経済計算
をもとに，産業連関表等各種の統計資料を併用することで，資金の授受を伴わな
い帰属計算分をはがして，部門別の資金授受に関する統計を作成し，さらにこれ
を加工することで，制度部門×制度部門形式の資金循環行列の作成を試みる．こ
れを用いて近年の資金循環構造変化を分析することが，本研究の目的である．

【キーワード】　資金フロー，垂直複式記帳，帰属計算

 1 本稿は 2015年 11月 1日に開催された，環太平洋産業連関分析学会第 26回（2015年
度）大会の報告論文を加筆修正したものである．宍戸俊太郎名誉教授（国際大学・筑波
大学），作間逸雄教授（専修大学），佐藤勢津子先生（元内閣府経済社会総合研究所国民
経済計算部地域・特定勘定課長）から大変貴重なコメントを頂戴した．記して感謝した
い．
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1.　はじめに

米国の住宅市場のバブルの崩壊が発端となり，2008年秋までには世界有数の金
融機関の経営破綻にまで発展し，米国のみならず欧州や日本までをも巻き込むサ
ブプライム危機（subprime mortgage crisis）に発展した．昨今では，金融市場の
問題が実物市場に波及し，景気を悪化させることが問題となっており，その様子
は日本の名目国内総生産の増加率にも 2008年–2.3％，2009年–6.0％と如実に表
れている．この金融と実物の相互依存関係を分析するためには，資金授受の実態
を把握する統計が有用であると考えられる．この様なアイディアは 1940年代に
まで遡ることができ，資金循環表考案の先駆者の 1人であるモーリス・コープラ
ンド（Morris A.  Copeland （1947, 1949, 1952））は，1929年ウォール街の株価
暴落が引き金となって生じた世界恐慌に対する教訓から，これを繰り返さないた
めには資金の循環（circulation of funds）を明確に理解するためのマネーフロー
表（Moneyfl ows Accounts）が必要であると提案した2．そこで本稿ではコープラン
ドの発想の原点に立ち戻り，経済全体の資金の循環を捉える目的から，資金フロー
法で首尾一貫した国民経済計算とはどういうものかを考えることを企図している．
まず第 2節では，資金授受に基づく国民経済計算とはどのようなものか，基本
的な概念を論じている．これを踏まえて第 3節では，日本の現行の国民経済計算
から各種の帰属計算を除外する等の修正を行い，近似的な日本版資金フロー表を
作成することを試みている．作成された 1994年から 2013年にかけての同表に基
づく観察結果は，第 4節にまとめられている．さらに第 5節では，T字型の勘定
表を部門×部門の資金循環行列へと変換する方法と，作成された資金循環行列か
ら見出される構造変化を記している．作成された資金フロー表によると，資金フ
ロー合計金額の対前年増加率が大きい 1997年と 2013年は貸出・借入の寄与度が

 2 コープランドのようなマネーフローまたは資金フローの考え方を提案した例は草創期か
らいくつかあり，第二次世界大戦前後のVan Cleeff （1941），Stone（1945），Derksen
（1946）などが有名である．世界各国の作成事例を紹介した文献には，宍戸（1956），日
本銀行調査統計局（1961），経済企画庁経済研究所（1962）等がある．
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圧倒的に高いこと，またその他に中間投入，輸入，株式・出資金，株式以外の証
券，その他の金融資産負債等の影響が大きいことが示されている．一方で資金フ
ローが急減した時期に影響が大きい取引項目に注目すると，2000年は圧倒的に貸
出・借入という金融市場の縮小であるものの，サブプライム危機後の 2009年は，
中間投入，輸出，輸入，総固定資本形成等の実物市場の取引の減少であることが
見出された．金融危機の影響が企業のキャピタルロスを通じて実物市場に波及し
たことが示唆される．また資金循環行列でみると，資金の支払・受取の双方にお
いて，近年海外部門の比率が増加しており，日本経済の動向が海外の状況に左右
され易くなってきたことが見て取れる．

2.　資金授受に立脚した国民経済計算体系の概要

資金（funds）とは預金口座に蓄積されている価値であり，それは顧客と商業銀
行との債権債務関係で表現される3．従って資金授受に立脚した国民経済計算体系
は，様々な制度単位やそれらをグループ化した制度部門のバランスシートを整合
的に接合した一連の勘定体系として表現される．ここで制度単位のバランスシー
トの変化を伴う事象を経済事象と定義する．ほとんどの経済事象には，一般に支
払人と受取人の 2つの制度単位が関与する．Aukrust （1955）では資金の受け払
いを伴う経済事象を経済取引と呼んでいる．例えば実物資産の寄贈は経済事象で
はあるが，経済取引には該当しない．本稿の理論モデルで提案する資金授受に基
づく国民経済計算体系は，企業会計のキャッシュフロー計算書に相当し，資金が
移動したときに，交換された資金の金額で経済取引を記帳することを原則とする．
つまり現金主義会計かつ取得原価主義会計を採用する4．バランスシートに記帳さ
れる資金のストックとそれに対応する負債をΦ，Λ，金融資産と負債を F，L，非

 3 詳細は Tsujimura and Tsujimura （2014）参照．
 4 経済取引の評価方法として，原初価格主義会計（original cost accounting），取得原価
主義会計（historical cost accounting），買い戻し取得原価主義会計（historical buy-
back cost accounting），時価主義会計（current cost accounting）そして買い戻し時
価主義会計（current buy-back cost accounting）の 5つの代替的な方法が考えられる．
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金融資産をNとし，これらの変数は負値をとらないと考える．バランスシートは
保有する資産と負債の一覧であり（図 1参照），資産の合計から負債の合計を引い
た差が正味資産（net worth）となる．

W （Φ＋F＋N）－（Λ＋L） （1）

図1.　T勘定で表現したバランスシート

資産 負債／正味資産

Φ Λ

F L

N W

経済取引の結果，バランスシートに生じる変化を δを付して表すと，δΦ+
e, δΦ-e, 

δΛ+
e, δΛ-e, δF +e, δF -e, δL+

e, δL-e, δN +e, δN -eの 10通りが考えられる．ここで下付き
の eは個々の経済取引を表し，それぞれの経済取引は会計期間，制度部門，取引
カテゴリーによって分類されるものとする．上付きの+記号は正味資産の増加要
因（正値），－ 記号は減少要因（負値）をあらわす．資産の場合，例えば δF +eは金
融資産の増加，δF -eは金融資産の減少をあらわすが，負債の場合は δL+

eは負債の
減少，δL-eは負債の増加を表す5．これらの記号を用いると，例えばバランスシー
トに記帳されない消費財を売買した場合，売り手に δΦ+

e，買い手に δΦ-eが記帳さ
れる．金融資産を売買した場合は，売り手に δΦ+

eと δF -e，買い手に δΦ-eと δF +eが
記帳される．更に収入所得 Ieと支出Oeを次のように定義する．

δIe＝δΦ+
e+δN -e+δF -e+δL-e+δΛ-e （2）

δOe＝-（δΦ-e+δN +e+δF +e+δL+
e+δΛ+

e） （3）

 5 本稿では複式記帳を数学記号によって表現することを試みているが，複式簿記を初めて
書物にまとめたルカ・パチョーリは数学者であり，また同様の試みには Aukrust 
（1955），Mattessich （1964, 1970），Ijiri （1967），Ellerman （1985），Rambaud etc. 
（2010）等がある．
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収入所得は資金を受け取った場合に生ずる正味資産の増減であり，正値であるの
が一般的であるが，キャピタルロス発生時には負値となる．支出は資金を支払っ
た結果生ずる正味資産の増減であり，一般には負値であるが，償還利得が発生し
たときは正値となる．この定義はGoldsmith （1948）の用語でいえば取得正味資
産（earned net worth）アプローチと呼ばれ，また Lindahl （1933）の所得概念の
分類における収入所得（income as earnings）に相当する．
収入所得と支出はそれぞれ（2）式と（3）式の残差として定義され，資金を左辺，
その他を右辺に移項して整理すると（4）式と（5）式になる．

δΦ+
e＝δIe-（δN -e+δF -e+δL-e+δΛ-e） （4）

-δΦ-e＝δOe+δN +e+δF +e+δL+
e+δΛ+

e （5）

（4）式の左辺が資金の受取，（5）式の左辺が資金の支払，両式の右辺が資金と
交換された資産・負債または残差が記帳されるので，1つの取引について両辺に
一対の記帳がなされる．したがって複式記帳と呼ばれ，国民経済計算体系では取
引の結果，複数の制度単位に同時記帳がなされる水平複式記帳（horizontal 
double entry）と区別して垂直複式記帳（vertical double entry）と呼んでいる．
垂直複式記帳を T字型の勘定で表現すると図 2のようにあらわすことができる．

図2.　T勘定と記号で表現した経済取引の垂直複式記帳

借方（Debit） 貸方（Credit）

δOe δIe

δΦ+
e −δΦ-e

δN +e −δN -e
δF +e −δF -e
δL+

e −δL-e
δΛ+

e −δΛ-e

注） 貸方側の変数の前に - 符号が付いているが，これは上付きの - 
記号が付された変数は負値であるため，正値に変換している．
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垂直複式記帳では借方の合計は貸方の合計に一致するので，（4）式と（5）式を足
して次式が成り立つ．

δOe+δΦ+
e+δN +e+δF +e+δL+

e+δΛ+
e （借方）

＝δIe-（δΦ-e+δN -e+δF -e+δL-e+δΛ-e） （貸方）（6）

全ての経済取引は生じた順に仕訳帳（journal）に記帳されるとする．その後，会
計期間，制度部門，取引カテゴリー等に応じて集計され，T字型の経常勘定（cur-
rent account）や蓄積勘定（accumulation account），もしくは資金循環行列
（funds-fl ow matrix）が作成される．会計期間 τ，制度部門 ι，取引カテゴリー κ
に該当する経済取引の集合を Ωとして，集合 Ωに含まれる収入所得や資金の増
加等の変数を Iτικ＝∪δIe，ΔΦ+

τικ＝∪δΦ+eとあらわすこととする．これらの記号
を用いた経常勘定と蓄積勘定の一例は図 3に示される．

図3.　資金授受に基づいて作成される経常勘定と蓄積勘定の例

（経常勘定）

使用（Uses） 受取（Resources）

Oτικ Iτικ

（蓄積勘定）

資産の増加／負債の減少 資産の減少／負債の増加

ΔΦ+
τικ −ΔΦ-τικ

ΔN +τικ −ΔN -τικ
ΔF +τικ −ΔF -τικ
ΔL+

τικ −ΔL-τικ
ΔΛ+

τικ −ΔΛ-τικ

全ての変数は（4），（5）または（6）式の複式記帳を基礎としているので，集計さ

e∈Ω e∈Ω
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れた勘定においても以下の関係が成り立つ．

Oτικ+ΔΦ+
τικ+ΔN +τικ+ΔF +τικ+ΔL+

τικ+ΔΛ+
τικ

＝ Iτικ-（ΔΦ-τικ+ΔN -τικ+ΔF -τικ+ΔL-τικ+ΔΛ-τικ） （7）

5.1に詳述するが，資金授受に立脚した国民経済計算は，資金の増減部分から作
成する直接法と，資金の移動に伴うバランスシートの変化や所得と支出から作成
する間接法に分けられる（図 4参照）．（4）式と（5）式でみると，前者は式の左辺
を，後者は右辺を利用することに相当する．直接法における資金の増加（左側）か
ら資金の減少（右側）を引いた差額は，間接法における受取／資産の減少／負債の
増加（右側）から使用／資産の増加／負債の減少（左側）を引いた差額に一致する．

図4.　資金授受に立脚した国民経済計算体系を作成する際の直接法と間接方の違い

（直接法）

資金の増加 資金の減少

ΔΦ+
τικ −ΔΦ-τικ

（間接法）

使用／資産の増加／負債の減少 受取／資産の減少／負債の増加

Oτικ Iτικ

ΔN +τικ −ΔN -τικ
ΔF +τικ −ΔF -τικ
ΔL+

τικ −ΔL-τικ
ΔΛ+

τικ −ΔΛ-τικ

更に会計期間における制度部門から制度部門への資金の流れを把握する資金循環
行列も作成可能であり，5.2に詳述する勘定形式の表を変換して推計する以外に，
仕訳帳から直接制度部門間の資金授受を取り出して集計する方法があり，ΔΦ+

τιη＝

∪δΦ+
e＝-∪δΦ-eとあらわされる．ただしΘは，会計期間 τ，制度部門 ιから制

e∈Θ e∈Θ



8　　立正大学経済学季報第 66巻第 1・2号

度部門 ηへの取引に該当する経済取引の集合とする．

3.　日本版資金フロー表の作成

本節では第 2節に概要を示した，資金授受に立脚した国民経済計算体系の暫定
的な日本表（以下では日本版資金フロー表と呼ぶ．）の作成方法について示す．使
用した主なデータは，内閣府経済社会総合研究所が作成・公表している『2013年
度国民経済計算（2005年基準・93SNA）』（以下では現行 SNAと呼ぶ．）第 I部フ
ロー編の制度部門別所得支出勘定，制度部門別資本調達勘定，付表 1財貨・サー
ビスの供給と需要，付表 2経済活動別の国内総生産・要素所得，付表 20海外勘
定である．これらのデータから実際に資金授受が行われた取引のみを計上して，
実物市場と金融市場を包括した制度部門間の資金取引が明らかになるような表を
作成している．作成期間は 1994年から 2013年（暦年）の 20年間である．現時点
で作成された日本版資金フロー表は，表側が取引項目，表頭が制度部門から成る
勘定形式になっており，制度部門ごとに支払（左側）と受取（右側）が設けられて
いる．制度部門は現行 SNAと同じ非金融法人企業，金融機関，一般政府，家計，
対家計民間非営利団体，海外の 6部門に留まっているが，分析目的に応じて更な
る部門分割が望まれる．取引項目は表 1に示す通り 26項目であり，同表の 3列
目と 4列目には各項目のデータ出所が支払と受取それぞれについて示されている．
データの入手方法は大きく（1）制度部門別所得支出勘定，資本調達勘定，海外

勘定から直接入手できる項目，（2）付表 1財貨・サービスの供給と需要，付表 2
経済活動別の国内総生産・要素所得の各ベクトルを按分する項目，（3）その他適
宜修正する項目の 3つに分けられる．（2）は制度部門合計額を各制度部門に按分
する必要があり，とりわけ産業ごとに非金融法人企業と個人企業に分ける点が難
しく，暫定的に表 2に示す資料を用いている．この部分は，更に情報を追加する
ことでより正確な推計が出来るよう改善する必要がある．（3）に該当する項目は，
まず「家計最終消費支出」であり，家計の所得支出勘定「個別消費支出」から「持
ち家の帰属家賃」を控除している．「政府最終消費支出」は政府の所得支出勘定
「個別消費支出」から「政府サービス生産者」の金額を控除している．「現実社会
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支払側 受取側

1 中間投入
付表 2　経済活動別の国内総生産・要
素所得の「中間投入」ベクトルより按
分

付表 1 財貨・サービスの供給と需要の
「中間消費」ベクトルより按分

2 家計最終消費支出
家計部門の所得支出勘定「個別消費支
出」 - 主要系列表「持ち家の帰属家賃」

付表 1 財貨・サービスの供給と需要の
「国内家計最終消費支出」ベクトルより
按分

3 政府最終消費支出

一般政府部門の所得支出勘定「個別消
費支出」 -付表1 財貨・サービスの供給
と需要の「政府現物社会移転（個別消
費支出）」ベクトルの「政府サービス生
産者」

付表 1 財貨・サービスの供給と需要の
「政府現物社会移転（個別消費支出）」ベ
クトルより按分

4 総固定資本形成 制度部門別資本調達勘定、実物取引 付表 1 財貨・サービスの供給と需要の
「総固定資本形成」ベクトルより按分

5 在庫品増加 制度部門別資本調達勘定、実物取引 付表 1 財貨・サービスの供給と需要の
「在庫品増加」ベクトルより按分

6 輸出
付表 1 財貨・サービスの供給と需要の
「輸出（F.O.B.価格）」合計

付表 1 財貨・サービスの供給と需要の
「輸出（F.O.B.価格）」ベクトルより按
分

7 輸入 付表 1 財貨・サービスの供給と需要の
「輸入・C.I.F.価格」ベクトルより按分

付表 1 財貨・サービスの供給と需要の
「輸入・C.I.F.価格」合計

8 雇用者報酬
付表 2　経済活動別の国内総生産・要
素所得の「雇用者報酬」ベクトルより
按分、付表 20 海外勘定

家計部門の所得支出勘定、付表 20 海外
勘定

9 生産・輸入品に課される税（控除）
補助金

付表 2　経済活動別の国内総生産・要
素所得の「生産・輸入品に課される税
（控除）補助金」ベクトルより按分

一般政府の所得支出勘定「生産・輸入
品に課される税（受取）」「（控除）補助
金（支払）」

10 利子 制度部門別所得支出勘定「支払利子
（FISIM調整前）」、付表 20 海外勘定

制度部門別所得支出勘定「受取利子
（FISIM調整前）」、付表 20 海外勘定

11 法人企業の分配所得 制度部門別所得支出勘定、付表 20 海
外勘定

制度部門別所得支出勘定、付表 20 海外
勘定

12 賃貸料 制度部門別所得支出勘定、付表 20 海
外勘定

制度部門別所得支出勘定、付表 20 海外
勘定

13 所得・富等に課される経常税 制度部門別所得支出勘定 制度部門別所得支出勘定
14 現実社会負担 制度部門別所得支出勘定 制度部門別所得支出勘定
15 現金による社会保障給付 制度部門別所得支出勘定 制度部門別所得支出勘定
16 年金基金による社会給付 制度部門別所得支出勘定 制度部門別所得支出勘定
17 無基金雇用者社会給付 制度部門別所得支出勘定 制度部門別所得支出勘定
18 社会扶助給付 制度部門別所得支出勘定 制度部門別所得支出勘定

19 その他の経常移転 制度部門別所得支出勘定、付表 20 海
外勘定

制度部門別所得支出勘定、付表 20 海外
勘定

20 土地の購入（純） 制度部門別資本調達勘定、実物取引 制度部門別資本調達勘定、実物取引

21 資本移転等 制度部門別資本調達勘定、実物取引、
付表 20 海外勘定

制度部門別資本調達勘定、実物取引、付
表 20 海外勘定

22 貸出・借入 制度部門別資本調達勘定、金融取引 制度部門別資本調達勘定、金融取引
23 株式以外の証券 制度部門別資本調達勘定、金融取引 制度部門別資本調達勘定、金融取引
24 株式・出資金 制度部門別資本調達勘定、金融取引 制度部門別資本調達勘定、金融取引
25 保険・年金準備金 制度部門別資本調達勘定、金融取引 制度部門別資本調達勘定、金融取引
26 その他の金融資産負債 制度部門別資本調達勘定、金融取引 制度部門別資本調達勘定、金融取引

表1.　日本版資金フロー表の取引項目と対応する資料
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負担」は現行 SNAでは，家計が企業から受取り政府に支払った様に擬制してい
るが，この部分については，実際の資金の授受を記述するよう修正が必要である．
これらの調整を行った結果，負値が計上される場合，受取（支払）側は支払（受取）
側へ符号を反転して移すこととした．また受取の合計と支払の合計が一致しない
複数の項目のうち，「中間投入」は受取側の合計に合わせて支払側を按分し直し，
「家計最終消費支出」は支払側の合計に合わせて受取側を按分し直すという修正を
行った6．
実際に資金移動がないために日本版資金フロー表から除外した主な項目を列挙
すると，制度部門別所得支出勘定の「海外直接投資に関する再投資収益」，「保険
契約者に帰属する財産所得」，「帰属社会負担」，「年金基金準備金の変動」，「現物
所得の再分配勘定」全体，そして制度部門別金融勘定の「海外直接投資に関する
再投資収益」と「金融派生商品」である．この他それぞれの勘定の差額項目や

 6 この他に受取と支払が一致していない項目は「利子」，「土地の購入（純）」，「その他の
金融資産負債」であるが，これらは修正していない．

表2.　個人企業の割合を推計するための資料

産業 資料

1 農林水産業 日本農業法人協会「農業法人実態調査」

2 鉱業 「本邦鉱業のすう勢調査」

3 製造業 「個人企業経済調査」、「事業所・企業統計調査」

4 建設業 「建設業構造基本調査」

5 電気・ガス・水道業 「事業所企業統計調査」（個人経営は 0）

6 卸売・小売業 「個人企業経済調査」

7 金融・保険業 「サービス業基本調査」

8 不動産業 「サービス業基本調査」

9 運輸業 「サービス業基本調査」

10 情報通信業 「サービス業基本調査」

11 サービス業 「サービス業基本調査」
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「（控除）固定資本減耗」は除いている．また「現金・預金」は資金そのものなの
で二重勘定を避けるために除外している（前節図 4参照）．
以上のような作表方法を経ることで，資金授受に基づく国民経済計算の概念に
近づくよう企図しているが，日本経済を分析するうえでいくつかの問題点は指摘
される．ひとつは制度部門別資本勘定の実物取引の「在庫品増加」は，実際に資
金の移動がある部分（流通在庫）と無い部分（生産者在庫）を区別できないことが
挙げられる7．ふたつめは退職金の問題であり，現行 SNAの「退職給付引当金」
は，所得支出勘定の「雇主の帰属社会負担」に該当する．これは帰属計算である
ため日本版資金フロー表の項目から除外しているが，逆に実際に支払われた退職
金については把握されていない．さらに金融資産の売買はグロスではなくネット
で計上されている可能性が考えられる．

4.　日本版資金フロー表の観察

前節の方法に従って作成された 1994年から 2013年にかけての日本版資金フ
ロー表は，付表Aに一覧されている．本節ではこれらの表から，どの様な資金循
環構造の変化が観察されるのかをまとめることとする．まず全制度部門の資金の
支払または受取金額の合計を集計した資金フロー合計金額の変化を見ると（図 5
参照），観測期間の初年である 1994年から消費増税や大手金融機関の破綻が生じ
るまでの 1997年にかけては，1695兆円から 1859兆円と 9.7％増加している．
1998年から反転し，ITブームにも関わらず 2000年まで漸減，2001年に微増す
るものの，2002年は 1719兆円まで減少した．その後，イラク戦争が起きた 2003
年から増加の一途をたどり，2008年が 1896兆円と観測期間中最大値となってい
る．しかしサブプライム危機の影響を受けて 2009年は 1740兆円に急減，2011
年は 1994年をわずか 3兆円上回る 1698兆円になっている．2012年以降は再度
上昇の兆しが見え，特に 2013年は前年より 6.6％増加の 1837兆円となっている．

 7 制度部門別では区別でいないものの，合計金額については流通在庫と生産者在庫を区別
できる点は田原慎二氏（内閣府）よりご教示頂いた．
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これを図 5の点線で示す国内総生産（支出側，名目）と比較すると，概ね似たよ
うな変動が伺えるものの，変化時点にずれや変化率に違いが見られる．ITブーム
とその後の IT不況の時期では，国内総生産は 2000年に上昇，2001年に下落し
ているが，資金フロー合計は 1年遅れの 2001年上昇，2002年下落となっている．
またサブプライム危機後は，国内総生産でみると 2008年から減少，2009年には
更に急減，2010年は反転して増加となっているが，資金フローでは 2009年に急
減，2010年は更なる減少となっている．
両指標の対前年変加率を示したのが図 6であるが，指標間で符号が異なるのが

2000年，2001年，2003年，2008年，2010年である．両指標とも正で資金フ
ロー合計の方が 2％以上大きい年は，大きい順に 2013年，2005年，1997年，
1995年となっている．反対に両指標とも負で資金フロー合計の方が減少率が 2％
以上大きいのは 2002年と 2009年である．これらの原因を詳細な取引項目で把握
するために要因分解を行ったのが表 3である．対前年増加率が 3％以上の 1995
年，1997年，2005年，2013年を観察すると，まず 1995年に増加要因として影
響が大きかったのは貸出・借入，その他の金融資産負債，中間投入，土地の購入

図5.　資金フロー合計と国内総生産（名目）の推移
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（純），株式以外の証券等で，逆に利子は大きな減少要因であった．1997年は増加
要因として貸出・借入の影響が圧倒的に大きく，その他に株式・出資金，中間投
入，輸出の影響も大きく，反対に利子と保険・年金準備金は大きな減少要因であっ
た．2005年は増加要因が中間投入，株式以外の証券，輸入，法人企業の分配所得
等で，減少要因が貸出・借入，土地の購入（純）である．最後に対前年増加率が観
測期間中最大の 2013年は，貸出・借入の影響が圧倒的に大きく，次いで中間投
入，株式・出資金，輸入，その他の金融資産負債，輸出，家計最終消費支出など
多くの取引項目が増加要因として挙げられる．唯一大きな減少要因であったのは
株式以外の証券である．資金フローが増大する要因は年によって異なるが，貸出・
借入の増加の影響が突出して大きい年が複数あること，財・サービスの取引，実
物資産，金融資産それぞれの取引の影響が混在していることが観察される．
他方，対前年減少率が 3％以上の 2000年，2002年，2009年をみると，2000
年は減少要因の大部分が貸出・借入であり，その他には株式以外の証券，利子が
挙げられる．中間投入，土地の購入（純），輸入は増加要因であった．2002年は
その他の金融資産負債，貸出・借入，利子，雇用者報酬，総固定資本形成，所得・

図6.　資金フロー合計と国内総生産（名目）の対前年変化率の推移
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1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001
対前年変化率（合計） 3.61 0.84 4.92 -0.04 -2.12 -3.31 1.80

1 中間投入 0.46 0.50 0.71 -0.95 -0.48 0.71 -0.29
2 家計最終消費支出 0.12 0.27 0.24 -0.23 0.01 -0.06 0.04
3 政府最終消費支出 0.07 0.07 0.02 -0.01 0.05 0.14 0.09
4 総固定資本形成 -0.04 0.28 0.01 -0.64 -0.19 -0.01 -0.32
5 在庫品増加 0.03 0.03 0.02 -0.06 0.12 -0.18 -0.02
6 輸出 -0.03 0.30 0.35 -0.02 -0.20 0.24 -0.15
7 輸入 0.23 0.44 0.19 -0.25 -0.13 0.34 0.12
8 雇用者報酬 0.14 0.21 0.21 -0.26 -0.32 0.04 -0.19

9 生産・輸入品に課される税（控
除）補助金 0.08 0.09 0.03 0.15 -0.04 -0.01 0.02

10 利子 -0.49 -1.25 -0.36 -0.60 -0.83 -0.39 -0.64
11 法人企業の分配所得 0.02 0.06 0.01 -0.01 0.02 -0.03 0.04
12 賃貸料 -0.01 0.01 0.01 0.02 -0.02 0.01 0.01
13 所得・富等に課される経常税 -0.13 0.07 0.07 -0.39 -0.11 0.15 0.12
14 現実社会負担 0.19 0.11 0.13 0.05 -0.04 0.03 0.08
15 現金による社会保障給付 0.17 0.09 0.08 0.11 0.08 0.07 0.06
16 年金基金による社会給付 0.02 0.02 0.03 0.03 0.03 0.01 0.03
17 無基金雇用者社会給付 0.05 -0.08 0.05 0.00 0.02 -0.02 0.04
18 社会扶助給付 0.02 0.01 0.01 -0.01 0.00 -0.01 0.00
19 その他の経常移転 0.24 0.17 0.10 0.03 0.30 0.14 -0.13
20 土地の購入（純） 0.43 -0.12 -0.02 -0.02 0.19 0.46 -0.19
21 資本移転等 0.05 0.13 -0.11 1.60 -1.29 0.28 -0.49
22 貸出・借入 0.85 -0.85 2.94 0.41 0.42 -4.24 2.29
23 株式以外の証券 0.37 0.09 -0.17 0.98 1.16 -0.98 0.35
24 株式・出資金 -0.11 -0.06 0.89 -0.66 0.70 -0.24 -0.30
25 保険・年金準備金 0.12 -0.24 -0.34 -0.05 -0.12 0.02 -0.42
26 その他の金融資産負債 0.75 0.49 -0.15 0.73 -1.46 0.21 1.67

表3.　対前年変化率と取引項目ごとの寄与度（単位：％，暦年）



資金授受に立脚した国民経済計算体系の構築　　15

2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013
-3.94 1.19 2.37 3.11 1.28 0.26 1.67 -8.21 -1.25 -1.19 1.48 6.61
-0.37 0.14 0.65 1.16 0.93 0.94 0.68 -4.72 1.07 0.34 0.34 0.91
-0.07 -0.14 0.03 0.11 0.09 0.03 -0.12 -0.49 0.15 -0.11 0.20 0.30
0.03 0.03 0.05 0.07 0.01 0.05 0.05 0.07 0.09 0.07 0.09 0.06
-0.48 -0.12 -0.03 0.04 0.13 0.05 -0.18 -0.76 -0.09 0.04 0.17 0.25
0.10 -0.09 0.07 -0.06 0.00 0.07 0.06 0.13 -0.20 0.00 -0.06 0.12
0.18 0.17 0.42 0.26 0.55 0.52 -0.16 -1.52 0.77 -0.11 -0.11 0.42
-0.01 0.10 0.31 0.43 0.64 0.37 0.30 -1.57 0.54 0.43 0.18 0.70
-0.49 -0.13 -0.07 0.16 0.03 -0.06 0.06 -0.61 -0.01 0.02 -0.02 0.08

-0.08 -0.06 0.07 0.06 0.09 -0.02 -0.03 -0.24 0.09 0.03 -0.02 0.06

-0.69 -0.38 -0.29 0.07 0.33 0.35 -0.29 -0.61 -0.28 -0.11 -0.10 0.06
0.11 0.00 0.21 0.34 0.23 0.11 -0.20 -0.21 0.09 0.05 0.18 0.25
-0.01 0.00 0.03 0.01 0.03 0.02 0.00 -0.03 0.03 0.02 0.03 0.06
-0.39 -0.12 0.02 0.22 0.23 0.16 -0.05 -0.62 0.07 0.03 0.08 0.15
-0.01 0.03 -0.14 0.05 0.10 0.05 0.05 -0.12 0.10 0.11 0.11 0.10
0.09 0.02 0.06 0.04 0.08 0.04 0.06 0.18 0.10 0.03 0.00 0.06
0.04 -0.02 -0.01 -0.01 0.01 0.03 0.02 0.01 -0.01 0.00 0.01 0.00
0.10 -0.15 0.03 -0.09 0.01 -0.01 -0.04 0.03 -0.02 0.01 0.02 -0.01
0.02 -0.01 0.01 0.01 -0.01 0.01 0.02 0.03 0.04 0.04 0.00 0.02
0.03 -0.22 0.01 0.12 -0.01 -0.07 0.02 0.35 0.08 0.10 0.13 0.16
-0.12 0.08 -0.68 -0.40 -0.03 0.67 -0.60 0.27 -0.37 0.34 -0.22 0.11
-0.06 -0.04 0.12 -0.09 0.37 -0.35 0.29 0.14 -0.33 0.13 -0.14 -0.03
-0.82 -0.35 -0.25 -0.57 2.52 -2.25 1.26 0.31 -1.44 -0.69 0.01 1.78
0.10 1.07 0.60 0.80 -3.48 -0.18 -0.54 1.37 0.14 -0.33 -0.25 -0.36
-0.01 0.10 0.24 0.05 -0.28 0.23 -0.35 0.33 -0.74 -0.07 -0.14 0.82
-0.10 0.00 0.51 0.08 0.02 -0.35 0.06 -0.03 -0.28 0.03 0.41 -0.02
-1.03 1.29 0.41 0.24 -1.33 -0.17 1.30 0.11 -0.84 -1.56 0.58 0.56
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富等に課される経常税，中間投入等の多くの取引項目がほぼ似たような割合で減
少要因であった．サブプライム危機後の 2009年は，減少要因として中間投入の
影響が圧倒的に大きく，また輸入，輸出，総固定資本形成，所得・富等に課され
る経常税，利子，雇用者報酬，家計最終消費支出等多くの取引項目も減少要因と
なった．ただし増加要因であった取引項目もあり，株式以外の証券，その他の経
常移転，株式・出資金，貸出・借入が挙げられる．

5.　日本版資金循環行列の作成と観察

5.1.　資金循環行列の間接的な作成方法
企業会計においてキャッシュフロー計算書を作成する方法は，直接法と間接法

の 2通りがある．前者は資金の支払と受取を直接記帳する方法であり，後者は損
益計算書や，期首と期末のバランスシートの差に調整を加えて推計する方法であ
る．手許現金がどのような理由で増減したかを把握できる点で，企業会計では間
接法のほうが一般的である．同様に国民経済計算体系でも（4），（5）式の右辺よ
り，なぜ資金が増減したのかその原因を知ることができる．さらに取引項目ごと
の資金授受が記帳されることで，誰から誰へ資金が流れたのかを推測する手掛か
りとなる．間接法によりT字型の勘定を行列形式に変換する具体的な方法につい
ては，Stone （1966）と Klein （1983）の提案がある．ただし前者は勘定の貸方，
負債（右側）を基本に，後者は借方，資産（左側）を基本にするという点が異なっ
ている．これらの方法はストックにもフローにも応用でき，拙著Tsujimura and 
Tsujimura （2011）では資金循環勘定のストック表にストーン法用いて，サブプ
ライム危機を債務不履行の負の連鎖としてモデル化した．また Tsujimura and 
Mizoshita （2003）， Tsjimura and Tsujimura （2010）ではストーン法とクライン
法の両方を資金循環勘定のストック表に適用し，量的緩和政策の効果の実証分析
をおこなった．
ここでは第 3節で作成した取引項目×制度部門のT字型の日本版資金フロー表
を，制度部門×制度部門または取引項目×取引項目の資金循環行列に変換する方
法を示す．まず各制度部門の左側と右側をそれぞれ別々に取り出して，2つの取
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引項目（n）×制度部門（m）行列を作成する．ここで nは取引項目数を，mは制
度部門数をあらわすとする．左側は（5）式の右辺に相当し，資金の運用（expen-
diture of funds）をあらわすので E行列（要素を eki）とする．右側は（4）式の右
辺に相当し，資金の調達（raising of funds）をあらわすので R行列（要素を rki）
とする．制度部門ごとの資金運用額または調達額の合計の大きい方の金額と，取
引項目ごとの資金運用額と資金調達額の合計は，それぞれ（8）式と（9）式で求め
られる．

ti＝max Σeki, Σrki
⎛
｜
⎝

n

k＝l

n

k＝l

⎞
｜
⎠
 （8）

tEk＝Σeki; tRk＝Σrki
m

i＝l

m

i＝l
 （9）

各制度部門において資金調達額が資金運用額を上回る場合は資金不足

εi＝ti-Σeki 0
n

k＝l
 （10）

であり，逆の場合は資金余剰

ρi＝ti-Σrki 0
n

k＝l
 （11）

となる．ここで下付きの kと lは取引項目を，iと jは制度部門をあらわしている．
対角要素が ti，それ以外のセルがゼロのm×mの正方行列を T̂とする．対角要素
が tEkまたは tRk，それ以外のセルがゼロの n×nの正方行列をそれぞれ T̂E，T̂Rと
する．これらを用いると，ストーン法とクライン法それぞれに拠る資金循環行列
が作成される．両者は対称的であり，前者を上付きの S，後者を上付きのKで区
別して表現する．まず E行列，R行列を以下のように U行列と V行列に代入す
る．

US R　;　　VS E′　; （12）
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UK E　;　　VK R′　; （13）

各制度部門の資金調達（運用）ポートフォリオを BS（BK）行列，各取引項目の資
金運用（調達）の制度部門別割合をDS（DK）行列とする．

BS＝UST̂-l　;　　DS＝VS（T̂E）-l （14）

BK＝UKT̂-l　;　　DK＝VK（T̂R）-l （15）

以上に定義された行列を用いると，制度部門×制度部門の投入係数行列（CS, CK），
資金循環行列（YS, YK）が（16），（17）式によって作成される．

CS＝DSBS　;　　CK＝DKBK （16）

YS＝CST̂　;　　YK＝CKT̂ （17）

また，取引項目×取引項目の投入係数行列（AS, KS），資金循環行列（XS, XK）も
（18）， （19）式によって作成可能である．

AS＝BSDS　;　　AK＝BKDK （18）

XS＝AST̂R　;　　XK＝AKT̂E （19）

Tsujimura and Mizoshita （2003）のAppendix A（1）で証明されているように，
もし T̂E＝ T̂Rであれば YK＝（YS）′である．XK＝（XS）′も同様の方法で証明され
る．

5.2.　資金循環行列にみる構造変化
付表 Aの日本版資金フロー表を基に，5.1節のストーン法を用いて作成した制
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度部門×制度部門の資金循環行列は付表Bに一覧されている．ストーン法の場合
は表側が資金の支払部門，表頭が資金の受取部門となるので，誰から誰へ（from 
whom to whom）という形式になっている．資金循環構造の全体的な変化を，ま
ずは取引金額の大きいセルを観察することで捉えることとする．作成データの初
年である 1994年から，資金フロー合計の変化率が大きい，または転換点となっ
た 1997年，2002年，2008年，2011年，そして最新年の 2013年を観察の対象
時点として取りあげる．1994年は金額が大きい順に非金融法人企業間，家計から
非金融法人企業，その逆の非金融法人企業から家計となっており，この 3つの主
要な民間制度部門取引で資金フロー合計の 49％を占めている．その他 50兆円以
上の大規模取引には，非金融法人企業と一般政府の双方向取引，一般政府と家計
の双方向取引，金融機関間，非金融法人企業から海外，家計から金融機関が挙げ
られ，一般政府の存在感の大きさも伺える．資金フロー額が急増した 1997年は，
50兆円以上の取引に非金融法人企業から金融機関，海外から非金融法人企業が新
たに加わった．1994年に比べて非金融法人企業間，金融機関間，非金融法人企業
と海外の双方向取引が 1兆円以上増加しており，金融機関間の部門内取引や海外
との取引が活発化した様子が伺える．
資金フロー額が急減した 2002年をみると，非金融法人企業間，金融機関間の
部門内取引，非金融法人企業から家計，金融機関から家計，家計から非金融法人
企業の取引で，1997年より 1兆円以上の減少がみられ，民間部門間の資金の流れ
が滞ってきた状況が示される．特に不良債権問題や大手金融機関の破綻等の影響
を直接受けて，金融機関から全ての制度部門への資金の流れが減少し，また間接
的な影響を蒙った家計からも海外以外の全ての制度部門への資金の流れが減少し
ている．唯一 1兆円以上増えた取引は一般政府の部門内取引であり，資金フロー
表で見ると「その他の経常移転」の増加によるものと類推されるが，民間部門の
景気低迷を背景に政策の役割が増したことのあらわれと思われる．
その後サブプライム危機が生じる 2008年までは資金フロー額は逓増傾向にあ
る．2002年と比べて増加した取引は非金融法人企業から海外が 83兆円，非金融
法人企業間が 72兆円，海外から非金融法人企業が 35兆円である．サブプライム
危機後の 2011年は，資金フロー額が観測期間中 2番目に少ない年であり，2008
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年に比べて 10兆円以上のマイナスとなった取引が 8つも存在する．それらは絶
対値が大きい順に非金融法人企業間-66兆円，非金融法人企業から海外-31兆円，
金融機関間-29兆円，非金融法人企業から金融機関-21兆円，海外から非金融法
人企業-17兆円，非金融法人企業から家計-15兆円，家計から非金融法人企業-14
兆円，金融機関から非金融法人企業-10兆円である．資金の支払側では非金融法
人企業，受取側では金融機関の値が軒並み減少となっている．辛うじてわずかに
増加したのは海外から一般政府，金融機関から一般政府である．
最新年の 2013年は，2011年に比べて大幅に資金フロー額が増加しているが，

取引ごとに詳細に眺めると大幅に増加した取引と減少した取引が混在している．
一般政府と対家計民間非営利団体から非金融法人企業，金融機関から家計の取引
が大幅減に対し，非金融法人企業から非金融法人企業，家計，海外への取引と，
家計から非金融法人企業が大幅増となっており，民間部門の資金の流れが活発に
なってきた様子が伺える．また約 20年前の 1994年と比較すると，非金融法人企
業間，家計から非金融法人企業，非金融法人企業から家計の取引が 100兆円以上
の規模である点は変わっていないが，これら 3取引が全体に占める割合は 49％か
ら 43％に低下している．新たに 100兆円以上の規模に達したのは，非金融法人
企業から海外，一般政府から家計である（図 7参照）．50兆円以上を境にみると，
金融機関間の部門内取引と家計から金融機関の取引が除外され，一般政府間の部
門内取引が新たに加わっている．非金融法人企業，金融機関，家計といった国内
民間部門間の資金の流れが減少したのに対して，国内部門と海外との資金授受，
一般政府から一般政府と家計への資金フローが増加したというのが全体的な傾向
である．
各制度部門の位置づけがどの様に変化してきたのかを捉えるために，全体の取
引に占める各制度部門の比率を資金の支払側の立場と受取側の立場として示した
のが図 8と図 9である．両図とも観測期間を通じて最も割合が高いのが非金融法
人企業であり，40％から 50％の間に位置し，次いで家計，一般政府の順である．
また 1994年にから 2013年にかけて，家計と金融機関の割合が減少しているのに
対し，一般政府の割合が増加，海外の割合が約 2倍と大幅に増大している．
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6.　おわりに

1990年代以降の経済を振り返ると，金融市場の問題が多く顕在化し，それが実
物市場に影響を与える事態がみられる．そこで本稿では実物市場と金融市場の双
方を資金の循環で把握し，経済の現状を観察することを目的として，資金授受に
基づく国民経済計算体系の考案と，それに近似的な日本版資金フロー表の作成を
試みた．提案している体系の特徴は，バランスシートや複式記帳の原則に基づい
て，資金が移動したときに，交換された資金の金額で経済取引を記帳することで
ある．換言すると現金主義会計かつ取得原価主義会計を念頭に置いている．この
方法は既存の SNAのプロダクトフロー法による記帳と一致する部分と異なる部
分があり，後者を可能な限り修正することで近似的な日本表の作成を試みている．
本稿で提示した作成表は暫定版であり，更なる制度部門や取引部門の詳細化，記
帳時点の補正などは今後の課題である．とくに現行 SNAでは実現したキャピタ
ルゲインと未実現のホールディングゲインとが一括して調整勘定に記帳されてお

図9.　資金の受取側としての各制度部門の割合
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り，これに関連する資金の授受の把握を困難にしている．また在庫品についても，
生産者在庫と流通在庫の区分が望まれる．さらには第 3節の終わりに記したよう
に，退職給付金の計上時期の問題など，経済に影響が大きいと予想されるにも関
わらず，実際の資金移動が把握できていない部分があり，今後検討すべき点であ
る．
第 4節では作成された 1994年から 2013年にかけての日本版資金フロー表を基

に，日本経済の観察を行った．資金フローの変化は国内総生産と概ね平行的な変
化をするものの，転換点に時間的な差異を伴う場合や，国内総生産よりも変化が
大きい場合が見られ，現行 SNAとは別の側面で景況感を捉える役割が期待され
る．また資金フローの変化の要因分解を行ったところ，同じ大幅な減少年であっ
ても，2000年は貸出・借入が圧倒的な主要因であったのに対し，2009年は中間
投入，輸出入，総固定資本形成等の実物市場の取引が主要因であったという違い
が示された．この様に資金フロー表を用いると景気循環のそれぞれの局面におい
て，財・サービス，実物資産，金融資産それぞれの取引がどのような影響を与え
たのかを把握することができる．
続く第 5節では，勘定形式の資金フロー表から制度部門×制度部門の資金循環
行列を作成する方法を示し，実際の作表を行った．同行列を観察したところ，非
金融法人企業と家計という 2大制度部門の存在感はなお大きいものの，近年は海
外の割合が急増，一般政府の割合も増加という傾向が見られた．グローバル化に
よって国際的な取引が増加すると共に，日本の景気が海外の影響を受け易くなっ
ていることが示された．海外の好景気の影響を受けて日本経済が回復するという
恩恵を受けられる一方で，海外の不況の影響が直撃することにもなり，経済の不
安定化が懸念される．また民間部門間の資金取引が活発化しない中，依然として
一般政府が経済全体に資金を循環させる役割を免れていない様子が伺える．今後
は更にこれらの統計を基に，資金循環の構造変化をどう捉えられるかといった分
析手法の開発を考えていきたい．
一方でバランスシートと並んで，資金授受に立脚した国民経済計算体系に不可
欠な基礎資料である決済統計（payment statistics）が，近い将来利用可能になる
と思われる．このデータが集積すると，直接法により資金フロー表を推計するこ



24　　立正大学経済学季報第 66巻第 1・2号

とができるようになる．たとえば，SNAの雇用者報酬が本稿の観測期間中，大き
な増減を繰り返しながら減少傾向であったのに対して，全国銀行協会の決済統計
年報によると，内国為替の給与振込の金額は，ほぼ右肩上がりであるといった相
違が観察される．このように，決済統計の利用により，速報性が高まるだけでな
く，資金の授受をまた違った側面から観察することで，統計の推計制度の向上に
寄与することも期待される．
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27

17
75

6
17

75
6

12
63

19
12

63
19

17
71

40
5

17
71

40
5



30　　立正大学経済学季報第 66巻第 1・2号
非
金
融
法
人
企
業

金
融
機
関

一
般
政
府

家
計

対家
計民
間非
営利
団体

海
外

合
計

19
97
年

支
払

受
取

支
払

受
取

支
払

受
取

支
払

受
取

支
払

受
取

支
払

受
取

支
払

受
取

1
中
間
投
入

38
63

32
36

41
20

12
62

8
19

53
7

16
87

8
24

30
19

49
9

21
08

8
36

28
1

0
31

78
8

43
89

65
43

89
65

2
家
計
最
終
消
費
支
出

0
19

20
79

0
18

09
7

0
29

92
24

51
43

12
23

4
0

78
86

0
11

85
6

24
51

43
24

51
43

3
政
府
最
終
消
費
支
出

0
21

43
9

0
0

24
09

0
0

0
20

47
0

0
0

60
5

24
09

0
24

09
0

4
総
固
定
資
本
形
成

81
09

7
13

06
60

25
39

0
29

21
6

0
30

15
5

92
43

12
22

0
0

43
27

14
42

30
14

42
30

5
在
庫
品
増
加

25
49

23
08

0
0

17
4

0
0

95
0

0
0

32
1

27
23

27
23

6
輸
出

0
56

19
8

0
38

2
0

0
0

58
9

0
0

57
16

9
0

57
16

9
57

16
9

7
輸
入

45
67

9
0

70
1

0
0

0
27

03
0

0
0

0
49

08
2

49
08

3
49

08
2

8
雇
用
者
報
酬

18
36

21
0

11
15

1
0

27
93

3
0

10
27

7
23

98
58

67
45

0
17

3
41

23
99

00
23

99
00

9
生
産
・
輸
入
品に
課
され
る
税（
控
除
）補
助
金

34
96

8
0

0
47

6
60

36
64

0
19

57
0

13
1

0
0

0
37

11
6

37
11

6
10
利
子

28
80

5
55

55
66

02
0

10
24

72
17

63
2

11
22

6
18

11
7

16
40

8
47

3
69

8
11

14
4

57
01

14
21

92
14

20
60

11
法
人
企
業
の
分
配
所
得

57
82

22
55

73
0

25
43

0
57

4
0

22
74

0
2

17
47

61
2

82
59

82
59

12
賃
貸
料

45
94

18
35

33
4

0
28

2
50

39
0

34
20

9
25

88
4

11
63

64
93

64
93

13
所
得
・
富
等
に
課
さ
れ
る
経
常
税

16
82

6
0

32
14

0
0

50
73

9
30

69
9

0
0

0
0

0
50

73
9

50
73

9
14
現
実
社
会
負
担

21
06

8
0

12
79

69
55

32
05

47
69

1
28

32
1

0
77

4
0

0
0

54
64

6
54

64
6

15
現
金
に
よ
る
社
会
保
障
給
付

0
0

0
0

36
57

7
0

0
36

57
7

0
0

0
0

36
57

7
36

57
7

16
年
金
基
金
に
よ
る
社
会
給
付

0
0

37
32

0
0

0
0

37
32

0
0

0
0

37
32

37
32

17
無
基
金
雇
用
者
社
会
給
付

75
60

0
81

2
0

23
17

0
0

11
00

2
31

2
0

0
0

11
00

2
11

00
2

18
社
会
扶
助
給
付

0
0

0
0

67
15

0
0

77
03

98
8

0
0

0
77

03
77

03
19
そ
の
他
の
経
常
移
転

47
10

34
16

48
40

45
65

45
91

6
43

74
7

25
47

5
20

22
6

30
81

07
16

77
25

89
82

64
9

82
64

9
20
土
地
の
購
入
（
純
）

51
0

0
11

74
2

0
44

05
0

0
37

11
0

13
5

0
0

16
65

6
38

46
21
資
本
移
転
等

10
60

53
72

92
4

10
50

58
26

38
16

32
28

28
5

0
28

18
4

67
2

11
22

3
11

22
3

22
貸
出
・
借
入

0
11

72
9

75
45

3
34

30
4

33
60

76
55

0
14

71
0

0
11

09
53

88
14

69
4

84
20

1
84

20
1

23
株
式
以
外
の
証
券

25
78

0
28

12
3

0
0

25
00

4
0

92
53

27
70

0
78

5
0

34
25

7
34

25
7

24
株
式
・
出
資
金

17
48

2
70

34
38

90
11

94
3

23
40

89
5

0
39

38
8

1
91

0
23

81
1

23
81

1
25
保
険
・
年
金
準
備
金

0
0

0
12

71
2

0
0

12
71

2
0

0
0

0
0

12
71

2
12

71
2

26
そ
の
他
の
金
融
資
産
負
債

93
35

23
64

0
59

80
78

22
56

38
15

67
80

97
0

61
1

21
7

35
71

0
33

23
2

33
24

6
27
差
額

0
26

91
7

0
11

23
4

24
60

0
0

18
38

1
50

4
0

40
64

0
0

0
12

92
8

28
合
計

85
45

57
85

45
57

23
40

93
23

40
93

23
50

26
23

50
26

43
67

73
43

67
73

18
20

8
18

20
8

12
34

51
12

34
51

18
58

50
4

18
58

50
4
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非
金
融
法
人
企
業

金
融
機
関

一
般
政
府

家
計

対家
計民
間非
営利
団体

海
外

合
計

19
98
年

支
払

受
取

支
払

受
取

支
払

受
取

支
払

受
取

支
払

受
取

支
払

受
取

支
払

受
取

1
中
間
投
入

36
84

49
35

07
43

12
84

0
18

71
9

17
36

4
23

96
18

91
4

21
03

0
37

07
1

0
28

38
5

42
12

73
42

12
73

2
家
計
最
終
消
費
支
出

0
18

89
29

0
17

14
0

0
30

51
24

09
60

12
67

8
0

79
57

0
11

20
5

24
09

60
24

09
60

3
政
府
最
終
消
費
支
出

0
21

33
4

0
0

23
97

0
0

0
20

37
0

0
0

59
9

23
97

0
23

97
0

4
総
固
定
資
本
形
成

74
69

4
11

99
76

26
84

0
27

85
6

0
25

79
3

84
20

12
57

0
0

38
88

13
22

83
13

22
84

5
在
庫
品
増
加

13
82

14
29

0
0

0
68

26
1

0
0

0
0

14
6

16
43

16
43

6
輸
出

0
55

78
0

0
43

7
0

0
0

59
7

0
0

56
81

5
0

56
81

5
56

81
4

7
輸
入

41
33

5
0

57
9

0
0

0
24

55
0

0
0

0
44

36
8

44
36

8
44

36
8

8
雇
用
者
報
酬

17
87

01
0

10
93

6
0

28
16

9
0

10
02

6
23

51
16

71
51

0
17

4
41

23
51

57
23

51
57

9
生
産
・
輸
入
品に
課
され
る
税（
控
除
）補
助
金

37
59

0
0

0
37

0
62

39
51

3
20

70
0

16
0

0
0

0
39

88
3

39
88

3
10
利
子

24
17

6
45

40
60

64
0

95
53

2
17

62
9

10
65

8
17

35
8

14
35

5
44

9
59

6
10

84
1

55
30

13
10

92
13

12
10

11
法
人
企
業
の
分
配
所
得

55
26

23
36

67
4

24
62

0
52

6
0

21
91

0
2

18
18

50
2

80
18

80
18

12
賃
貸
料

47
62

19
55

35
5

0
29

4
49

41
4

36
00

12
27

96
6

11
71

68
02

68
02

13
所
得
・
富
等
に
課
さ
れ
る
経
常
税

15
11

6
0

14
52

0
0

43
53

7
26

96
9

0
0

0
0

0
43

53
7

43
53

7
14
現
実
社
会
負
担

21
31

4
0

13
04

76
82

33
60

47
92

8
28

77
9

0
85

3
0

0
0

55
61

0
55

61
0

15
現
金
に
よ
る
社
会
保
障
給
付

0
0

0
0

38
65

8
0

0
38

65
8

0
0

0
0

38
65

8
38

65
8

16
年
金
基
金
に
よ
る
社
会
給
付

0
0

43
40

0
0

0
0

43
40

0
0

0
0

43
40

43
40

17
無
基
金
雇
用
者
社
会
給
付

76
95

0
79

4
0

22
40

0
0

11
06

8
33

9
0

0
0

11
06

8
11

06
8

18
社
会
扶
助
給
付

0
0

0
0

69
54

0
0

74
44

49
0

0
0

0
74

44
74

44
19
そ
の
他
の
経
常
移
転

49
23

38
38

49
59

47
19

46
26

0
43

83
2

25
26

8
20

55
3

34
75

16
17

33
27

19
83

17
7

83
17

7
20
土
地
の
購
入
（
純
）

0
21

0
10

65
2

0
46

05
0

0
51

85
10

23
0

0
0

16
28

0
53

95
21
資
本
移
転
等

25
23

30
63

7
31

89
41

73
31

97
0

36
34

30
28

28
8

0
46

21
2

21
43

40
92

1
40

92
1

22
貸
出
・
借
入

15
13

5
0

76
70

0
60

90
5

0
18

69
4

0
86

6
23

12
2

0
11

27
2

91
85

9
91

85
9

23
株
式
以
外
の
証
券

87
34

0
38

19
6

60
2

53
60

42
69

3
0

56
53

0
35

24
18

2
0

52
47

2
52

47
2

24
株
式
・
出
資
金

0
62

47
26

39
35

60
51

55
16

79
11

54
0

0
6

25
43

0
11

49
2

11
49

2
25
保
険
・
年
金
準
備
金

0
0

0
11

85
0

0
0

11
85

0
0

0
0

0
0

11
85

0
11

85
0

26
そ
の
他
の
金
融
資
産
負
債

27
97

6
34

65
1

12
62

2
35

63
14

92
91

5
32

17
66

25
4

11
9

12
18

74
54

46
77

8
46

76
8

27
差
額

0
17

42
6

0
13

84
2

0
22

26
0

24
37

0
41

65
0

42
92

1
0

0
10

77
7

28
合
計

84
00

29
84

00
29

24
55

55
24

55
55

26
13

97
26

13
97

41
85

15
41

85
15

19
91

5
19

91
5

11
94

23
11

94
23

18
57

74
8

18
57

74
8
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非
金
融
法
人
企
業

金
融
機
関

一
般
政
府

家
計

対家
計民
間非
営利
団体

海
外

合
計

19
99
年

支
払

受
取

支
払

受
取

支
払

受
取

支
払

受
取

支
払

受
取

支
払

受
取

支
払

受
取

1
中
間
投
入

35
91

57
34

32
26

12
69

9
18

91
7

17
94

0
23

56
18

75
2

20
56

8
37

51
1

0
27

23
3

41
23

00
41

23
00

2
家
計
最
終
消
費
支
出

0
19

00
31

0
17

16
2

0
31

13
24

11
70

12
54

3
0

74
91

0
10

82
9

24
11

70
24

11
70

3
政
府
最
終
消
費
支
出

0
22

26
5

0
0

24
91

9
0

0
21

26
0

0
0

52
8

24
91

9
24

91
9

4
総
固
定
資
本
形
成

70
64

9
11

68
43

22
91

0
29

38
3

0
25

10
0

80
46

12
57

0
0

37
90

12
86

80
12

86
80

5
在
庫
品
増
加

32
88

35
26

0
0

0
10

7
13

0
17

7
0

0
39

2
0

38
10

38
10

6
輸
出

0
52

02
2

0
48

4
0

0
0

56
4

0
0

53
07

1
0

53
07

1
53

07
1

7
輸
入

39
25

1
0

59
2

0
0

0
21

32
0

0
0

0
41

97
5

41
97

5
41

97
5

8
雇
用
者
報
酬

17
35

63
0

10
54

4
0

28
13

5
0

98
16

22
92

49
70

57
0

17
0

36
22

92
85

22
92

85
9
生
産
・
輸
入
品に
課
され
る
税（
控
除
）補
助
金

36
97

5
0

0
31

9
64

38
87

0
19

77
0

17
4

0
0

0
39

19
0

39
18

9
10
利
子

20
07

2
32

81
52

41
1

85
72

5
17

30
3

10
31

7
16

39
3

12
44

5
41

1
46

3
90

40
35

37
11

56
31

11
57

68
11
法
人
企
業
の
分
配
所
得

62
14

21
95

98
9

26
52

0
53

0
0

25
54

0
2

12
61

53
2

84
64

84
64

12
賃
貸
料

44
57

18
82

32
6

0
30

6
48

36
0

33
16

13
26

93
1

11
21

63
94

63
94

13
所
得
・
富
等
に
課
さ
れ
る
経
常
税

12
43

6
0

28
97

0
0

41
46

0
26

12
8

0
0

0
0

0
41

46
0

41
46

0
14
現
実
社
会
負
担

20
91

7
0

12
71

75
47

33
91

47
34

6
28

46
3

0
85

0
0

0
0

54
89

3
54

89
3

15
現
金
に
よ
る
社
会
保
障
給
付

0
0

0
0

40
18

2
0

0
40

18
2

0
0

0
0

40
18

2
40

18
2

16
年
金
基
金
に
よ
る
社
会
給
付

0
0

48
40

0
0

0
0

48
40

0
0

0
0

48
40

48
40

17
無
基
金
雇
用
者
社
会
給
付

79
28

0
74

4
0

23
60

0
0

11
38

6
35

4
0

0
0

11
38

6
11

38
6

18
社
会
扶
助
給
付

0
0

0
0

72
34

0
0

75
27

29
3

0
0

0
75

27
75

27
19
そ
の
他
の
経
常
移
転

48
88

35
93

51
57

50
37

53
39

6
50

17
0

23
99

0
20

25
4

37
70

60
13

60
27

14
88

82
9

88
82

9
20
土
地
の
購
入
（
純
）

0
26

1
14

44
9

0
43

32
0

0
27

61
95

4
0

0
0

19
73

5
30

22
21
資
本
移
転
等

23
02

26
85

55
11

84
80

63
60

35
10

27
89

25
7

0
12

2
85

19
94

17
04

8
17

04
8

22
貸
出
・
借
入

27
90

9
0

40
32

8
69

68
7

62
31

94
30

0
45

47
79

3
0

24
46

2
16

05
9

99
72

3
99

72
3

23
株
式
以
外
の
証
券

91
58

0
62

96
3

95
63

0
50

43
4

0
61

36
19

36
0

0
79

23
74

05
6

74
05

6
24
株
式
・
出
資
金

26
43

12
73

5
42

29
10

69
5

24
59

11
10

16
89

0
0

4
13

52
4

0
24

54
4

24
54

4
25
保
険
・
年
金
準
備
金

0
0

0
95

63
0

0
95

63
0

0
0

0
0

95
63

95
63

26
そ
の
他
の
金
融
資
産
負
債

20
95

11
22

78
14

0
84

06
10

23
13

34
0

0
40

2
0

17
10

3
19

65
0

19
65

1
27
差
額

0
48

23
6

15
77

5
0

74
22

0
0

20
30

6
0

23
09

31
07

9
0

0
16

57
6

28
合
計

80
39

03
80

39
03

24
58

30
24

58
30

25
98

25
25

98
25

40
97

84
40

97
84

17
88

1
17

88
1

13
53

77
13

53
77

18
18

32
4

18
18

32
4
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非
金
融
法
人
企
業

金
融
機
関

一
般
政
府

家
計

対家
計民
間非
営利
団体

海
外

合
計

20
00
年

支
払

受
取

支
払

受
取

支
払

受
取

支
払

受
取

支
払

受
取

支
払

受
取

支
払

受
取

1
中
間
投
入

37
21

83
35

15
60

12
55

5
19

53
3

18
19

8
24

24
18

79
0

20
27

5
35

09
1

0
31

44
2

42
52

35
42

52
35

2
家
計
最
終
消
費
支
出

0
18

86
06

0
17

24
8

0
31

21
24

00
28

12
33

7
0

71
32

0
11

58
4

24
00

28
24

00
28

3
政
府
最
終
消
費
支
出

0
24

62
9

0
0

27
54

3
0

0
23

52
0

0
0

56
2

27
54

3
27

54
3

4
総
固
定
資
本
形
成

74
24

1
11

65
65

24
31

0
25

91
2

0
24

81
2

78
28

11
20

0
0

41
22

12
85

15
12

85
15

5
在
庫
品
増
加

57
2

45
1

0
0

26
0

0
14

3
0

0
0

4
59

8
59

8
6
輸
出

0
56

29
6

0
56

7
0

0
0

62
6

0
0

57
48

9
0

57
48

9
57

48
9

7
輸
入

45
65

6
0

48
8

0
0

0
20

57
0

0
0

0
48

20
2

48
20

2
48

20
2

8
雇
用
者
報
酬

17
51

15
0

10
18

1
0

28
12

0
0

99
63

23
00

72
65

63
0

15
8

29
23

01
01

23
01

01
9
生
産
・
輸
入
品に
課
され
る
税（
控
除
）補
助
金

36
87

2
0

0
42

5
65

38
57

8
19

07
0

15
9

0
0

0
39

00
4

39
00

4
10
利
子

17
80

8
30

22
48

69
0

80
78

8
16

74
7

96
80

16
16

7
11

34
8

36
0

43
1

88
13

33
88

10
85

86
10

86
57

11
法
人
企
業
の
分
配
所
得

52
84

24
05

97
0

24
11

0
50

5
0

21
23

0
1

17
50

56
0

80
05

80
05

12
賃
貸
料

44
33

20
27

31
2

0
31

3
45

32
4

32
12

14
28

11
02

11
86

64
99

64
98

13
所
得
・
富
等
に
課
さ
れ
る
経
常
税

13
50

0
0

27
36

0
0

44
20

4
27

96
8

0
0

0
0

0
44

20
4

44
20

4
14
現
実
社
会
負
担

21
23

4
0

12
34

77
09

34
10

47
70

4
28

74
0

0
79

6
0

0
0

55
41

3
55

41
3

15
現
金
に
よ
る
社
会
保
障
給
付

0
0

0
0

41
49

0
0

0
41

49
0

0
0

0
0

41
49

0
41

49
0

16
年
金
基
金
に
よ
る
社
会
給
付

0
0

49
38

0
0

0
0

49
38

0
0

0
0

49
38

49
38

17
無
基
金
雇
用
者
社
会
給
付

75
30

0
60

5
0

26
45

0
0

11
10

0
31

9
0

0
0

11
10

0
11

10
0

18
社
会
扶
助
給
付

0
0

0
0

70
46

0
0

72
73

22
7

0
0

0
72

73
72

73
19
そ
の
他
の
経
常
移
転

48
96

41
07

53
60

55
46

55
82

4
53

10
3

23
78

5
19

89
9

38
62

58
14

24
24

14
91

32
7

91
32

7
20
土
地
の
購
入
（
純
）

93
33

0
14

48
2

0
41

20
0

0
13

72
3

79
0

0
0

28
01

4
13

72
3

21
資
本
移
転
等

14
47

70
15

63
45

10
24

7
11

57
5

33
56

26
09

22
7

0
13

7
84

10
79

22
06

0
22

06
0

22
貸
出
・
借
入

11
61

2
14

48
0

55
05

0
10

66
1

81
3

0
49

1
10

4
97

06
49

03
22

62
1

22
62

1
23
株
式
以
外
の
証
券

80
77

88
76

37
68

1
0

72
6

44
16

2
54

18
0

0
31

84
43

19
0

56
22

2
56

22
2

24
株
式
・
出
資
金

0
96

47
14

64
6

93
65

43
48

96
7

0
17

5
0

3
11

62
0

20
15

7
20

15
7

25
保
険
・
年
金
準
備
金

0
0

0
99

63
0

0
99

63
0

0
0

0
0

99
63

99
63

26
そ
の
他
の
金
融
資
産
負
債

71
88

41
42

11
31

4
0

35
13

19
9

13
77

0
12

6
10

5
0

19
08

5
23

51
7

23
53

1
27
差
額

0
36

18
8

0
56

61
70

90
0

0
25

57
9

35
78

0
42

55
2

0
0

14
20

7
28
合
計

81
69

84
81

69
84

17
49

68
17

49
68

25
87

10
25

87
10

41
47

19
41

47
19

17
38

1
17

38
1

12
85

59
12

85
59

17
58

10
2

17
58

10
2
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非
金
融
法
人
企
業

金
融
機
関

一
般
政
府

家
計

対家
計民
間非
営利
団体

海
外

合
計

20
01
年

支
払

受
取

支
払

受
取

支
払

受
取

支
払

受
取

支
払

受
取

支
払

受
取

支
払

受
取

1
中
間
投
入

36
64

23
34

30
83

12
01

2
22

15
2

19
66

6
24

08
18

56
8

19
98

7
34

63
1

0
32

50
1

42
01

32
42

01
32

2
家
計
最
終
消
費
支
出

0
18

90
78

0
16

97
2

0
31

10
24

07
32

12
07

6
0

70
64

0
12

43
3

24
07

32
24

07
32

3
政
府
最
終
消
費
支
出

0
25

91
2

0
0

29
04

0
0

0
24

74
0

0
0

65
4

29
04

0
29

04
0

4
総
固
定
資
本
形
成

71
01

2
11

12
93

27
78

0
25

17
1

0
22

80
4

72
87

10
72

0
0

42
56

12
28

36
12

28
36

5
在
庫
品
増
加

0
13

9
0

0
0

10
1

26
9

0
0

0
0

29
26

9
26

9
6
輸
出

0
53

54
9

0
60

7
0

0
0

71
5

0
0

54
87

1
0

54
87

1
54

87
1

7
輸
入

47
49

2
0

65
0

0
0

0
21

41
0

0
0

0
50

28
3

50
28

3
50

28
3

8
雇
用
者
報
酬

17
22

96
0

98
22

0
28

07
1

0
99

13
22

67
95

65
71

0
15

4
31

22
68

26
22

68
26

9
生
産
・
輸
入
品に
課
され
る
税（
控
除
）補
助
金

37
16

6
0

0
30

1
68

38
97

5
18

85
0

15
7

0
0

0
39

27
6

39
27

6
10
利
子

15
90

3
30

69
39

91
6

73
68

8
15

86
3

91
79

15
61

2
77

88
33

9
33

1
96

31
32

69
97

26
4

97
32

4
11
法
人
企
業
の
分
配
所
得

58
14

21
20

10
07

25
99

0
49

1
0

29
36

0
1

19
27

60
1

87
48

87
48

12
賃
貸
料

44
18

21
02

25
4

0
31

8
44

34
2

30
91

14
28

12
69

13
49

66
14

66
14

13
所
得
・
富
等
に
課
さ
れ
る
経
常
税

13
85

9
0

28
54

0
0

46
35

7
29

64
4

0
0

0
0

0
46

35
7

46
35

7
14
現
実
社
会
負
担

21
63

9
0

12
34

77
34

35
26

49
04

9
29

56
0

0
82

5
0

0
0

56
78

4
56

78
4

15
現
金
に
よ
る
社
会
保
障
給
付

0
0

0
0

42
59

3
0

0
42

59
3

0
0

0
0

42
59

3
42

59
3

16
年
金
基
金
に
よ
る
社
会
給
付

0
0

54
73

0
0

0
0

54
73

0
0

0
0

54
73

54
73

17
無
基
金
雇
用
者
社
会
給
付

80
70

0
56

3
0

27
75

0
0

11
75

1
34

3
0

0
0

11
75

1
11

75
1

18
社
会
扶
助
給
付

0
0

0
0

69
99

0
0

72
17

21
8

0
0

0
72

17
72

17
19
そ
の
他
の
経
常
移
転

50
67

42
14

56
32

58
62

54
34

8
51

68
8

22
68

8
19

06
9

39
59

70
13

29
23

00
89

10
3

89
10

3
20
土
地
の
購
入
（
純
）

57
40

0
15

09
8

0
35

27
0

0
93

61
37

5
0

0
0

24
74

1
93

61
21
資
本
移
転
等

71
2

44
44

38
13

52
53

64
32

29
76

23
48

24
2

0
43

12
1

46
7

13
42

5
13

42
5

22
貸
出
・
借
入

17
51

9
0

40
41

3
47

04
1

85
10

64
7

30
77

0
17

96
62

3
0

45
79

62
89

0
62

89
0

23
株
式
以
外
の
証
券

49
40

0
42

18
4

29
47

0
15

23
3

29
60

9
0

20
62

0
54

9
0

66
8

62
35

7
62

35
7

24
株
式
・
出
資
金

0
29

86
52

60
90

02
47

29
26

46
0

23
6

0
1

48
81

0
14

87
1

14
87

1
25
保
険
・
年
金
準
備
金

0
0

0
25

37
0

0
25

37
0

0
0

0
0

25
37

25
37

26
そ
の
他
の
金
融
資
産
負
債

26
88

7
30

64
6

18
73

5
92

0
49

70
21

01
12

00
24

04
0

27
8

10
22

16
47

0
52

81
3

52
81

8
27
差
額

0
52

32
3

16
43

7
0

0
14

02
9

0
19

76
2

0
32

1
54

68
4

0
0

15
31

5
28
合
計

82
49

58
82

49
58

22
41

35
22

41
35

26
34

11
26

34
11

40
33

19
40

33
19

15
21

1
15

21
1

12
98

88
12

98
88

17
89

80
1

17
89

80
1
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非
金
融
法
人
企
業

金
融
機
関

一
般
政
府

家
計

対家
計民
間非
営利
団体

海
外

合
計

20
02
年

支
払

受
取

支
払

受
取

支
払

受
取

支
払

受
取

支
払

受
取

支
払

受
取

支
払

受
取

1
中
間
投
入

35
85

90
33

56
42

12
37

0
23

24
7

20
48

9
23

00
18

22
8

19
99

4
37

77
3

0
32

26
8

41
34

54
41

34
54

2
家
計
最
終
消
費
支
出

0
18

64
52

0
17

61
8

0
31

07
23

95
37

12
19

9
0

76
61

0
12

49
9

23
95

37
23

95
37

3
政
府
最
終
消
費
支
出

0
26

30
0

0
0

29
51

7
0

0
25

11
0

0
0

70
6

29
51

7
29

51
7

4
総
固
定
資
本
形
成

64
61

1
10

34
49

27
44

0
23

44
2

0
22

08
3

68
48

13
32

0
0

39
14

11
42

12
11

42
12

5
在
庫
品
増
加

16
82

18
55

0
0

0
85

19
2

16
6

0
0

23
2

0
21

06
21

06
6
輸
出

0
56

73
8

0
71

0
0

0
0

66
7

0
0

58
11

5
0

58
11

5
58

11
5

7
輸
入

47
25

7
0

60
3

0
0

0
21

58
0

0
0

0
50

01
8

50
01

8
50

01
8

8
雇
用
者
報
酬

16
41

34
0

96
60

0
27

94
2

0
95

00
21

79
59

66
00

0
15

6
33

21
79

92
21

79
92

9
生
産
・
輸
入
品に
課
され
る
税（
控
除
）補
助
金

35
76

4
0

0
16

69
37

82
9

18
06

0
20

6
0

0
0

37
84

5
37

84
5

10
利
子

13
60

2
31

16
32

88
5

66
06

7
14

73
6

81
00

15
13

9
52

37
30

4
27

8
82

39
23

93
84

90
6

85
19

2
11
法
人
企
業
の
分
配
所
得

76
16

26
78

10
28

31
31

0
48

0
0

36
57

0
2

20
35

73
2

10
67

9
10

67
9

12
賃
貸
料

42
30

20
86

23
1

0
32

5
41

35
3

29
24

14
27

13
06

13
80

64
59

64
59

13
所
得
・
富
等
に
課
さ
れ
る
経
常
税

11
58

1
0

25
45

0
0

39
42

8
25

30
1

0
0

0
0

0
39

42
8

39
42

8
14
現
実
社
会
負
担

21
24

3
0

12
50

74
44

36
16

49
21

8
29

69
8

0
85

4
0

0
0

56
66

2
56

66
2

15
現
金
に
よ
る
社
会
保
障
給
付

0
0

0
0

44
28

1
0

0
44

28
1

0
0

0
0

44
28

1
44

28
1

16
年
金
基
金
に
よ
る
社
会
給
付

0
0

61
72

0
0

0
0

61
72

0
0

0
0

61
72

61
72

17
無
基
金
雇
用
者
社
会
給
付

96
57

0
60

8
0

28
41

0
0

13
51

8
41

2
0

0
0

13
51

8
13

51
8

18
社
会
扶
助
給
付

0
0

0
0

74
03

0
0

76
17

21
4

0
0

0
76

17
76

17
19
そ
の
他
の
経
常
移
転

47
87

42
34

53
19

56
34

54
60

6
51

96
1

22
95

4
19

12
7

36
61

48
18

58
24

57
89

56
1

89
56

1
20
土
地
の
購
入
（
純
）

0
48

52
16

44
5

0
30

36
0

31
83

0
0

28
2

0
0

22
66

4
51

34
21
資
本
移
転
等

77
4

40
76

35
96

45
37

57
06

28
65

22
44

38
7

0
34

11
5

53
7

12
43

6
12

43
6

22
貸
出
・
借
入

21
79

6
0

11
25

0
37

96
0

0
51

57
80

67
0

97
2

43
5

60
51

45
84

48
13

6
48

13
6

23
株
式
以
外
の
証
券

50
53

79
7

46
72

4
20

58
2

10
92

3
30

17
8

0
93

72
13

78
0

0
31

49
64

07
8

64
07

8
24
株
式
・
出
資
金

39
54

41
57

36
58

66
30

60
44

28
3

10
99

0
4

0
0

36
89

14
75

9
14

75
9

25
保
険
・
年
金
準
備
金

0
0

75
9

0
0

0
0

75
9

0
0

0
0

75
9

75
9

26
そ
の
他
の
金
融
資
産
負
債

0
11

56
7

13
98

4
32

11
11

44
4

66
98

63
64

0
16

13
0

93
6

12
84

7
34

34
1

34
32

3
27
差
額

0
28

33
3

24
95

5
0

0
28

69
1

0
34

51
0

0
28

46
52

16
2

0
0

17
26

2
28
合
計

77
63

33
77

63
33

19
67

87
19

67
87

26
64

21
26

64
21

40
79

06
40

79
06

17
71

7
17

71
7

13
12

06
13

12
06

17
19

25
3

17
19

25
3
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非
金
融
法
人
企
業

金
融
機
関

一
般
政
府

家
計

対家
計民
間非
営利
団体

海
外

合
計

20
03
年

支
払

受
取

支
払

受
取

支
払

受
取

支
払

受
取

支
払

受
取

支
払

受
取

支
払

受
取

1
中
間
投
入

36
14

04
33

65
98

11
97

0
23

53
9

20
71

2
24

52
17

79
9

19
60

3
40

15
6

0
33

70
3

41
59

00
41

59
00

2
家
計
最
終
消
費
支
出

0
18

46
27

0
17

74
6

0
30

25
23

72
00

11
77

6
0

76
01

0
12

42
5

23
72

00
23

72
00

3
政
府
最
終
消
費
支
出

0
26

77
0

0
0

29
96

8
0

0
25

56
0

0
0

64
1

29
96

8
29

96
8

4
総
固
定
資
本
形
成

65
31

9
10

16
13

33
06

0
21

16
0

0
21

30
3

66
32

11
36

0
0

39
78

11
22

24
11

22
24

5
在
庫
品
増
加

29
7

36
5

0
0

0
89

12
8

30
0

0
58

0
48

4
48

4
6
輸
出

0
59

49
6

0
81

0
0

0
0

69
6

0
0

61
00

2
0

61
00

2
61

00
2

7
輸
入

48
90

1
0

66
7

0
0

0
21

53
0

0
0

0
51

72
1

51
72

1
51

72
1

8
雇
用
者
報
酬

16
29

84
0

91
09

0
27

53
4

0
93

75
21

57
22

66
21

0
13

1
32

21
57

53
21

57
54

9
生
産
・
輸
入
品に
課
され
る
税（
控
除
）補
助
金

34
91

0
0

1
0

72
36

87
6

17
02

0
19

2
0

0
0

36
87

6
36

87
6

10
利
子

12
49

8
35

37
29

36
3

60
96

3
13

39
7

71
45

14
60

8
48

33
28

0
24

5
82

18
19

22
78

36
3

78
64

5
11
法
人
企
業
の
分
配
所
得

73
69

28
46

11
10

31
78

0
47

2
0

33
33

0
1

21
19

76
8

10
59

9
10

59
9

12
賃
貸
料

41
27

21
96

21
9

0
32

5
39

32
6

28
97

15
29

14
23

12
74

64
35

64
35

13
所
得
・
富
等
に
課
さ
れ
る
経
常
税

11
90

2
0

16
41

0
0

37
41

4
23

87
1

0
0

0
0

0
37

41
4

37
41

4
14
現
実
社
会
負
担

21
34

0
0

11
93

66
34

36
05

50
54

0
30

17
0

0
86

7
0

0
0

57
17

4
57

17
4

15
現
金
に
よ
る
社
会
保
障
給
付

0
0

0
0

44
55

0
0

0
44

55
0

0
0

0
0

44
55

0
44

55
0

16
年
金
基
金
に
よ
る
社
会
給
付

0
0

58
88

0
0

0
0

58
88

0
0

0
0

58
88

58
88

17
無
基
金
雇
用
者
社
会
給
付

71
40

0
43

8
0

29
71

0
0

10
88

4
33

6
0

0
0

10
88

4
10

88
4

18
社
会
扶
助
給
付

0
0

0
0

72
41

0
0

74
39

19
8

0
0

0
74

39
74

39
19
そ
の
他
の
経
常
移
転

40
77

40
72

47
57

49
74

53
25

8
49

95
7

22
32

4
18

45
5

31
62

35
12

84
20

36
85

73
0

85
73

0
20
土
地
の
購
入
（
純
）

36
53

0
17

48
9

0
29

02
0

0
49

09
0

11
6

0
0

24
04

5
50

25
21
資
本
移
転
等

71
8

49
91

23
28

25
12

65
09

32
00

20
63

41
9

0
29

46
51

3
11

66
4

11
66

4
22
貸
出
・
借
入

31
84

0
0

23
2

35
80

0
0

35
50

32
15

0
31

1
0

64
82

27
30

42
08

0
42

08
0

23
株
式
以
外
の
証
券

11
16

1
0

58
13

8
22

13
8

12
66

7
57

06
2

0
32

38
46

1
0

10
0

82
43

8
82

43
8

24
株
式
・
出
資
金

0
40

42
0

96
89

48
39

0
0

28
10

24
0

11
67

8
0

16
54

2
16

54
2

25
保
険
・
年
金
準
備
金

0
0

0
78

3
0

0
78

3
0

0
0

0
0

78
3

78
3

26
そ
の
他
の
金
融
資
産
負
債

85
53

18
24

9
18

01
8

0
28

30
6

0
64

9
41

18
37

7
18

04
63

1
32

33
7

56
53

4
56

50
8

27
差
額

0
48

79
2

22
90

1
0

0
28

19
5

0
16

88
0

12
03

0
50

99
8

0
0

18
76

5
28
合
計

79
81

94
79

81
94

18
87

67
18

87
67

28
00

15
28

00
15

38
76

68
38

76
68

16
06

6
16

06
6

14
40

81
14

40
81

17
39

69
0

17
39

69
0
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非
金
融
法
人
企
業

金
融
機
関

一
般
政
府

家
計

対家
計民
間非
営利
団体

海
外

合
計

20
04
年

支
払

受
取

支
払

受
取

支
払

受
取

支
払

受
取

支
払

受
取

支
払

受
取

支
払

受
取

1
中
間
投
入

37
26

58
34

51
80

11
74

1
22

71
9

20
53

3
22

96
18

04
6

19
78

5
41

69
12

0
37

15
5

42
71

47
42

71
47

2
家
計
最
終
消
費
支
出

0
18

41
02

0
17

91
4

0
30

91
23

78
07

11
73

0
0

78
50

0
13

12
0

23
78

07
23

78
07

3
政
府
最
終
消
費
支
出

0
27

57
1

0
0

30
91

3
0

0
26

33
0

0
0

71
0

30
91

3
30

91
4

4
総
固
定
資
本
形
成

66
25

3
10

10
74

35
67

0
19

58
8

0
21

28
8

65
04

10
92

0
0

42
08

11
17

87
11

17
87

5
在
庫
品
増
加

17
08

14
57

0
0

0
11

64
12

6
0

0
0

17
7

17
72

17
72

6
輸
出

0
66

63
3

0
86

9
0

0
0

77
9

0
0

68
28

2
0

68
28

2
68

28
2

7
輸
入

54
15

9
0

62
3

0
0

0
22

96
0

0
0

0
57

07
7

57
07

7
57

07
7

8
雇
用
者
報
酬

16
16

65
0

92
99

0
27

19
0

0
93

85
21

44
24

67
75

0
14

3
31

21
44

55
21

44
55

9
生
産
・
輸
入
品に
課
され
る
税（
控
除
）補
助
金

35
75

0
0

16
8

0
74

38
11

3
19

20
0

20
0

0
0

0
38

11
3

38
11

3
10
利
子

11
02

4
37

00
26

77
6

56
30

2
12

54
6

70
48

14
08

8
44

98
24

1
24

6
86

22
17

38
73

29
8

73
53

1
11
法
人
企
業
の
分
配
所
得

98
03

39
08

15
65

44
09

0
45

2
0

43
29

0
2

28
15

10
82

14
18

2
14

18
2

12
賃
貸
料

44
34

24
64

20
4

0
32

8
34

31
9

29
96

17
31

16
98

14
74

69
99

69
99

13
所
得
・
富
等
に
課
さ
れ
る
経
常
税

13
21

0
0

12
38

0
0

37
70

1
23

25
3

0
0

0
0

0
37

70
1

37
70

1
14
現
実
社
会
負
担

20
13

6
0

11
58

55
32

33
86

49
13

8
29

14
6

0
84

4
0

0
0

54
67

0
54

67
0

15
現
金
に
よ
る
社
会
保
障
給
付

0
0

0
0

45
65

4
0

0
45

65
4

0
0

0
0

45
65

4
45

65
4

16
年
金
基
金
に
よ
る
社
会
給
付

0
0

56
58

0
0

0
0

56
58

0
0

0
0

56
58

56
58

17
無
基
金
雇
用
者
社
会
給
付

77
27

0
50

3
0

28
28

0
0

11
42

2
36

3
0

0
0

11
42

2
11

42
2

18
社
会
扶
助
給
付

0
0

0
0

74
28

0
0

76
46

21
8

0
0

0
76

46
76

46
19
そ
の
他
の
経
常
移
転

43
00

45
80

53
60

55
55

53
12

8
49

45
2

21
58

9
17

75
8

56
64

60
14

89
21

17
85

92
3

85
92

3
20
土
地
の
購
入
（
純
）

0
18

22
97

04
0

23
60

0
0

34
13

8
0

0
0

12
20

2
18

57
21
資
本
移
転
等

52
9

32
77

68
03

96
3

43
52

84
83

19
96

40
7

0
36

48
56

2
13

72
8

13
72

8
22
貸
出
・
借
入

18
98

2
0

0
34

74
2

62
23

38
0

27
91

0
77

1
0

89
48

25
92

37
71

4
37

71
5

23
株
式
以
外
の
証
券

40
18

0
53

24
3

33
78

2
17

15
3

59
03

4
58

96
0

17
38

0
10

76
8

0
92

81
6

92
81

6
24
株
式
・
出
資
金

14
8

74
24

19
31

61
46

66
27

59
68

0
11

36
0

1
11

97
0

0
20

67
6

20
67

6
25
保
険
・
年
金
準
備
金

0
0

0
96

73
0

0
96

73
0

0
0

0
0

96
73

96
73

26
そ
の
他
の
金
融
資
産
負
債

14
01

6
79

08
29

78
2

0
19

85
4

19
62

0
69

30
0

13
5

0
46

71
3

63
65

2
63

64
9

27
差
額

0
39

41
7

29
28

4
0

0
17

00
1

0
35

10
7

0
18

49
53

97
4

0
0

10
11

6
28
合
計

80
05

18
80

05
18

19
86

08
19

86
08

28
01

67
28

01
67

39
95

57
39

95
57

16
62

2
16

62
2

16
87

56
16

87
56

17
80

97
0

17
80

97
0
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非
金
融
法
人
企
業

金
融
機
関

一
般
政
府

家
計

対家
計民
間非
営利
団体

海
外

合
計

20
05
年

支
払

受
取

支
払

受
取

支
払

受
取

支
払

受
取

支
払

受
取

支
払

受
取

支
払

受
取

1
中
間
投
入

39
21

58
35

94
04

12
97

4
22

66
6

20
23

7
22

82
18

27
7

19
61

1
42

34
26

0
43

89
0

44
78

80
44

78
79

2
家
計
最
終
消
費
支
出

0
18

39
01

0
19

54
3

0
31

62
23

97
02

11
63

1
0

79
45

0
13

51
9

23
97

02
23

97
02

3
政
府
最
終
消
費
支
出

0
28

72
9

0
0

32
14

3
0

0
27

44
0

0
0

67
1

32
14

3
32

14
3

4
総
固
定
資
本
形
成

69
18

9
10

16
02

34
85

0
17

95
2

0
20

89
8

62
43

10
50

0
0

47
29

11
25

74
11

25
74

5
在
庫
品
増
加

54
2

62
7

0
0

93
0

0
13

0
0

4
0

64
0

64
0

6
輸
出

0
71

24
1

0
87

0
0

0
0

80
6

0
0

72
91

7
0

72
91

7
72

91
7

7
輸
入

62
01

9
0

55
3

0
0

0
22

17
0

0
0

0
64

78
9

64
78

9
64

78
9

8
雇
用
者
報
酬

16
41

53
0

94
38

0
27

05
3

0
95

38
21

73
42

70
36

0
15

7
33

21
73

74
21

73
75

9
生
産
・
輸
入
品に
課
され
る
税（
控
除
）補
助
金

36
51

4
0

31
4

0
78

39
11

0
19

90
0

21
3

0
0

0
39

11
0

39
11

0
10
利
子

97
84

31
51

28
58

8
57

30
7

11
87

9
81

87
13

95
1

37
02

20
7

27
3

10
08

9
20

17
74

49
9

74
63

6
11
法
人
企
業
の
分
配
所
得

13
48

3
55

71
27

94
62

32
0

44
1

0
59

76
0

2
38

79
19

32
20

15
5

20
15

5
12
賃
貸
料

43
51

26
58

20
2

0
32

8
29

28
2

27
92

17
29

19
42

16
13

71
22

71
22

13
所
得
・
富
等
に
課
さ
れ
る
経
常
税

15
34

9
0

16
94

0
0

41
67

5
24

63
2

0
0

0
0

0
41

67
5

41
67

5
14
現
実
社
会
負
担

20
24

8
0

11
64

50
45

33
37

50
54

0
29

96
7

0
86

8
0

0
0

55
58

4
55

58
4

15
現
金
に
よ
る
社
会
保
障
給
付

0
0

0
0

46
41

5
0

0
46

41
5

0
0

0
0

46
41

5
46

41
5

16
年
金
基
金
に
よ
る
社
会
給
付

0
0

55
20

0
0

0
0

55
20

0
0

0
0

55
20

55
20

17
無
基
金
雇
用
者
社
会
給
付

64
43

0
40

8
0

26
77

0
0

98
48

32
0

0
0

0
98

48
98

48
18
社
会
扶
助
給
付

0
0

0
0

75
14

0
0

77
38

22
4

0
0

0
77

38
77

38
19
そ
の
他
の
経
常
移
転

44
35

44
88

53
97

58
80

55
58

2
51

70
2

20
75

9
17

43
3

47
61

73
18

70
24

16
88

09
1

88
09

1
20
土
地
の
購
入
（
純
）

0
87

30
29

08
0

20
31

0
0

23
07

90
0

0
0

50
30

11
03

7
21
資
本
移
転
等

53
2

33
23

46
91

15
04

50
35

62
84

18
50

41
2

0
35

94
64

3
12

20
2

12
20

2
22
貸
出
・
借
入

59
4

14
34

1
18

94
7

63
59

47
43

0
0

25
09

49
3

0
27

82
43

49
27

55
8

27
55

8
23
株
式
以
外
の
証
券

28
33

9
0

40
42

8
65

69
2

20
05

7
41

45
1

11
80

2
0

11
46

0
53

71
0

10
71

43
10

71
43

24
株
式
・
出
資
金

22
21

69
72

0
14

41
7

28
52

21
7

12
32

0
1

0
15

30
1

0
21

60
7

21
60

7
25
保
険
・
年
金
準
備
金

0
0

0
11

02
2

0
0

11
02

2
0

0
0

0
0

11
02

2
11

02
2

26
そ
の
他
の
金
融
資
産
負
債

18
61

4
13

81
9

40
47

7
0

49
65

0
0

11
86

3
0

17
3

39
51

42
17

5
68

00
7

68
03

0
27
差
額

0
40

41
4

36
55

6
0

0
19

89
1

0
33

21
4

0
12

87
64

41
9

0
61

69
0

28
合
計

84
89

69
84

89
69

21
65

38
21

65
38

26
49

71
26

49
71

40
81

19
40

81
19

15
94

5
15

94
5

18
27

76
18

27
76

18
42

51
2

18
42

51
2
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非
金
融
法
人
企
業

金
融
機
関

一
般
政
府

家
計

対家
計民
間非
営利
団体

海
外

合
計

20
06
年

支
払

受
取

支
払

受
取

支
払

受
取

支
払

受
取

支
払

受
取

支
払

受
取

支
払

受
取

1
中
間
投
入

40
92

31
36

88
51

13
67

9
21

82
9

19
44

8
22

57
18

37
5

19
47

4
41

91
27

0
52

48
5

46
49

24
46

49
24

2
家
計
最
終
消
費
支
出

0
18

32
97

0
20

28
0

0
31

47
24

13
43

11
58

5
0

81
74

0
14

86
1

24
13

43
24

13
43

3
政
府
最
終
消
費
支
出

0
28

78
5

0
0

32
27

6
0

0
27

49
0

0
0

74
1

32
27

6
32

27
6

4
総
固
定
資
本
形
成

73
40

3
10

32
36

32
43

0
16

91
0

0
20

25
2

63
01

10
88

0
0

53
58

11
48

96
11

48
96

5
在
庫
品
増
加

29
51

6
0

0
56

0
48

4
23

0
0

0
30

56
9

56
9

6
輸
出

0
81

05
6

0
10

70
0

0
0

92
5

0
0

83
05

1
0

83
05

1
83

05
1

7
輸
入

73
09

8
0

99
7

0
0

0
24

35
0

0
0

0
76

53
0

76
52

9
76

53
0

8
雇
用
者
報
酬

16
46

44
0

91
89

0
26

92
6

0
95

70
21

79
16

74
53

0
15

4
21

21
79

37
21

79
37

9
生
産
・
輸
入
品に
課
され
る
税（
控
除
）補
助
金

38
06

7
0

42
0

0
80

40
84

8
20

84
0

19
7

0
0

0
40

84
8

40
84

8
10
利
子

94
60

39
39

32
65

8
59

63
6

11
80

6
92

93
13

95
2

46
17

20
0

34
8

12
57

2
28

34
80

64
7

80
66

6
11
法
人
企
業
の
分
配
所
得

16
18

8
70

84
33

34
72

14
0

43
6

0
71

99
0

3
47

78
23

65
24

30
0

24
30

0
12
賃
貸
料

45
85

30
39

19
9

0
31

8
29

28
1

28
39

18
30

23
38

18
02

77
40

77
39

13
所
得
・
富
等
に
課
さ
れ
る
経
常
税

17
57

6
0

22
41

0
0

45
87

6
26

05
9

0
0

0
0

0
45

87
6

45
87

6
14
現
実
社
会
負
担

20
97

7
0

11
71

52
96

34
31

52
13

9
30

90
7

0
95

0
0

0
0

57
43

5
57

43
5

15
現
金
に
よ
る
社
会
保
障
給
付

0
0

0
0

47
88

3
0

0
47

88
3

0
0

0
0

47
88

3
47

88
3

16
年
金
基
金
に
よ
る
社
会
給
付

0
0

57
35

0
0

0
0

57
35

0
0

0
0

57
35

57
35

17
無
基
金
雇
用
者
社
会
給
付

62
94

0
40

7
0

29
65

0
0

10
01

0
34

4
0

0
0

10
01

0
10

01
0

18
社
会
扶
助
給
付

0
0

0
0

73
74

0
0

76
30

25
6

0
0

0
76

30
76

30
19
そ
の
他
の
経
常
移
転

46
76

46
74

53
71

60
08

55
00

5
50

71
2

21
00

5
17

29
9

45
64

92
17

65
26

83
87

86
7

87
86

7
20
土
地
の
購
入
（
純
）

0
61

25
86

0
19

31
0

0
11

88
0

44
0

0
0

45
17

16
90

21
資
本
移
転
等

51
7

26
06

12
40

9
85

6
36

45
14

06
8

23
25

78
8

0
25

88
64

1
18

98
4

18
98

4
22
貸
出
・
借
入

20
88

39
2

61
95

1
52

34
0

61
86

72
86

26
64

0
98

0
24

1
0

13
61

0
73

86
8

73
86

8
23
株
式
以
外
の
証
券

24
3

36
90

0
25

67
1

14
93

4
13

96
1

11
34

2
0

44
21

0
12

38
3

0
43

32
3

43
32

3
24
株
式
・
出
資
金

35
63

85
35

48
40

80
03

13
6

0
59

9
0

1
0

73
99

0
16

53
8

16
53

8
25
保
険
・
年
金
準
備
金

0
0

0
11

46
9

0
0

11
46

9
0

0
0

0
0

11
46

9
11

46
9

26
そ
の
他
の
金
融
資
産
負
債

20
35

2
21

13
18

89
4

79
82

32
69

37
22

69
1

52
43

37
9

23
0

0
24

26
9

43
58

4
43

55
8

27
差
額

0
63

11
8

48
33

0
0

0
10

80
4

0
46

43
4

0
45

10
73

70
2

0
0

28
34

28
合
計

86
49

90
86

49
90

22
76

54
22

76
54

25
45

79
25

45
79

41
58

37
41

58
37

20
52

0
20

52
0

19
82

29
19

82
29

18
59

77
6

18
59

77
6



40　　立正大学経済学季報第 66巻第 1・2号
非
金
融
法
人
企
業

金
融
機
関

一
般
政
府

家
計

対家
計民
間非
営利
団体

海
外

合
計

20
07
年

支
払

受
取

支
払

受
取

支
払

受
取

支
払

受
取

支
払

受
取

支
払

受
取

支
払

受
取

1
中
間
投
入

42
63

04
38

06
49

14
19

0
22

19
0

19
10

9
23

14
18

64
1

19
73

3
42

48
27

0
57

57
9

48
24

92
48

24
92

2
家
計
最
終
消
費
支
出

0
18

23
52

0
21

01
3

0
31

42
24

19
24

11
51

6
0

84
67

0
15

43
4

24
19

24
24

19
24

3
政
府
最
終
消
費
支
出

0
29

57
7

0
0

33
24

8
0

0
28

25
0

0
0

84
6

33
24

8
33

24
7

4
総
固
定
資
本
形
成

76
90

0
10

38
43

29
87

0
16

03
2

0
18

84
7

62
79

10
15

0
0

56
59

11
57

81
11

57
81

5
在
庫
品
増
加

17
34

16
98

0
0

51
0

0
21

5
0

0
12

9
0

19
14

19
14

6
輸
出

0
90

54
4

0
10

86
0

0
0

10
57

0
0

92
68

7
0

92
68

7
92

68
7

7
輸
入

79
68

9
0

10
28

0
0

0
27

43
0

0
0

0
83

46
0

83
46

0
83

46
0

8
雇
用
者
報
酬

16
38

71
0

91
00

0
26

88
1

0
93

41
21

67
76

74
51

0
15

3
22

21
67

97
21

67
97

9
生
産
・
輸
入
品に
課
され
る
税（
控
除
）補
助
金

37
74

9
0

54
0

0
85

40
49

8
19

25
0

19
8

0
0

0
40

49
8

40
49

8
10
利
子

10
39

3
55

19
35

54
4

61
24

6
12

20
9

96
91

13
88

7
70

46
21

8
41

4
14

97
9

33
57

87
23

1
87

27
2

11
法
人
企
業
の
分
配
所
得

16
93

1
76

07
32

41
78

60
0

44
1

0
72

23
0

3
62

44
32

83
26

41
6

26
41

6
12
賃
貸
料

45
95

33
95

19
9

0
31

7
32

25
1

26
96

16
29

27
35

19
62

81
13

81
13

13
所
得
・
富
等
に
課
さ
れ
る
経
常
税

18
70

7
0

28
76

0
0

48
94

0
27

35
7

0
0

0
0

0
48

94
0

48
94

0
14
現
実
社
会
負
担

21
34

2
0

11
85

53
72

35
01

53
00

0
31

37
4

0
97

0
0

0
0

58
37

3
58

37
3

15
現
金
に
よ
る
社
会
保
障
給
付

0
0

0
0

48
62

8
0

0
48

62
8

0
0

0
0

48
62

8
48

62
8

16
年
金
基
金
に
よ
る
社
会
給
付

0
0

62
22

0
0

0
0

62
22

0
0

0
0

62
22

62
22

17
無
基
金
雇
用
者
社
会
給
付

57
21

0
39

8
0

34
03

0
0

98
62

34
0

0
0

0
98

62
98

62
18
社
会
扶
助
給
付

0
0

0
0

74
46

0
0

77
55

30
8

0
0

0
77

55
77

55
19
そ
の
他
の
経
常
移
転

44
36

45
93

53
44

58
09

53
77

6
49

03
7

20
94

2
17

73
6

47
62

93
20

11
30

88
86

55
6

86
55

6
20
土
地
の
購
入
（
純
）

50
58

0
96

44
0

18
76

0
0

63
94

39
6

0
0

0
16

97
3

63
94

21
資
本
移
転
等

64
3

27
38

64
14

62
2

32
84

72
39

20
06

12
50

0
24

82
55

5
12

42
9

12
42

9
22
貸
出
・
借
入

34
29

67
11

12
22

9
0

98
64

76
50

47
39

0
99

4
79

4
81

2
16

91
0

32
06

6
32

06
6

23
株
式
以
外
の
証
券

26
63

16
20

0
30

89
4

19
81

75
34

14
34

0
0

13
45

0
19

72
1

0
40

04
9

40
04

9
24
株
式
・
出
資
金

48
32

47
26

0
88

00
77

60
0

0
72

88
2

0
82

19
0

20
81

3
20

81
3

25
保
険
・
年
金
準
備
金

0
0

0
50

37
0

0
50

37
0

0
0

0
0

50
37

50
37

26
そ
の
他
の
金
融
資
産
負
債

14
00

1
12

63
1

16
38

5
0

61
46

0
17

08
40

4
20

5
26

4
19

50
27

07
0

40
39

5
40

36
9

27
差
額

0
60

79
3

42
40

4
0

0
26

07
6

0
34

16
0

0
14

41
69

50
2

0
0

10
56

4
28
合
計

89
89

96
89

89
96

16
99

29
16

99
29

25
55

95
25

55
95

41
50

63
41

50
63

17
75

5
17

75
5

21
92

24
21

92
24

18
64

65
8

18
64

65
8



資金授受に立脚した国民経済計算体系の構築　　41
非
金
融
法
人
企
業

金
融
機
関

一
般
政
府

家
計

対家
計民
間非
営利
団体

海
外

合
計

20
08
年

支
払

受
取

支
払

受
取

支
払

受
取

支
払

受
取

支
払

受
取

支
払

受
取

支
払

受
取

1
中
間
投
入

43
97

87
38

89
35

13
73

8
19

99
2

18
63

5
23

68
18

90
2

19
94

3
41

93
27

0
63

99
1

49
52

56
49

52
56

2
家
計
最
終
消
費
支
出

0
18

42
54

0
17

29
7

0
32

90
23

97
67

11
32

5
0

84
75

0
15

12
6

23
97

67
23

97
67

3
政
府
最
終
消
費
支
出

0
30

38
0

0
0

34
14

1
0

0
29

02
0

0
0

86
0

34
14

1
34

14
1

4
総
固
定
資
本
形
成

74
81

1
10

10
95

35
90

0
15

09
4

0
18

02
0

60
51

94
7

0
0

53
16

11
24

62
11

24
62

5
在
庫
品
増
加

28
76

21
57

0
0

71
0

0
30

0
0

0
0

49
1

29
47

29
47

6
輸
出

0
87

67
9

0
92

7
0

0
0

10
12

0
0

89
61

8
0

89
61

8
89

61
8

7
輸
入

85
18

8
0

93
7

0
0

0
29

98
0

0
0

0
89

12
3

89
12

3
89

12
3

8
雇
用
者
報
酬

16
53

21
0

90
53

0
26

64
3

0
93

67
21

78
88

73
65

0
16

0
21

21
79

09
21

79
09

9
生
産
・
輸
入
品に
課
され
る
税（
控
除
）補
助
金

37
16

8
0

56
4

0
88

39
85

3
18

16
0

21
7

0
0

0
39

85
3

39
85

3
10
利
子

96
14

51
96

32
86

4
57

60
3

12
26

7
85

55
13

03
9

74
19

22
3

42
7

13
88

3
29

27
81

89
0

82
12

6
11
法
人
企
業
の
分
配
所
得

14
72

0
61

18
23

05
69

86
0

44
0

0
62

94
0

3
57

17
29

00
22

74
2

22
74

2
12
賃
貸
料

46
54

33
72

17
3

0
31

6
31

23
8

27
28

16
31

26
55

18
90

80
51

80
52

13
所
得
・
富
等
に
課
さ
れ
る
経
常
税

16
98

5
0

23
21

0
0

48
09

4
28

78
8

0
0

0
0

0
48

09
4

48
09

4
14
現
実
社
会
負
担

21
84

7
0

11
96

51
05

35
21

54
23

2
31

79
9

0
97

3
0

0
0

59
33

6
59

33
6

15
現
金
に
よ
る
社
会
保
障
給
付

0
0

0
0

49
81

8
0

0
49

81
8

0
0

0
0

49
81

8
49

81
8

16
年
金
基
金
に
よ
る
社
会
給
付

0
0

66
09

0
0

0
0

66
09

0
0

0
0

66
09

66
09

17
無
基
金
雇
用
者
社
会
給
付

50
22

0
33

6
0

33
93

0
0

90
59

30
7

0
0

0
90

59
90

59
18
社
会
扶
助
給
付

0
0

0
0

76
37

0
0

80
61

42
4

0
0

0
80

61
80

61
19
そ
の
他
の
経
常
移
転

45
54

52
18

54
41

57
98

54
18

0
48

80
4

20
26

7
17

50
8

48
60

58
23

60
34

64
86

85
0

86
85

0
20
土
地
の
購
入
（
純
）

38
17

0
0

16
0

19
65

0
0

61
33

0
62

0
0

57
83

63
56

21
資
本
移
転
等

63
9

27
33

11
52

3
12

83
36

17
11

77
4

20
14

14
19

0
26

65
62

4
17

85
8

17
85

8
22
貸
出
・
借
入

0
12

37
1

42
27

6
32

67
4

68
08

45
89

59
64

0
44

0
0

0
58

55
55

48
9

55
48

9
23
株
式
以
外
の
証
券

80
3

38
40

15
80

3
57

92
11

00
8

18
46

6
24

01
0

0
98

6
0

93
2

30
01

5
30

01
5

24
株
式
・
出
資
金

21
24

51
60

0
63

38
56

73
76

64
72

0
4

0
0

26
98

14
27

3
14

27
3

25
保
険
・
年
金
準
備
金

0
0

61
32

0
0

0
0

61
32

0
0

0
0

61
32

61
32

26
そ
の
他
の
金
融
資
産
負
債

41
52

5
90

51
0

27
74

6
73

66
17

6
28

5
27

54
78

9
97

14
70

8
24

85
0

64
67

3
64

67
5

27
差
額

0
83

89
6

32
84

2
0

0
21

49
4

0
18

78
5

24
6

0
91

89
8

0
81

2
0

28
合
計

93
14

55
93

14
55

18
77

04
18

77
04

26
22

41
26

22
41

40
21

39
40

21
39

16
19

2
16

19
2

22
10

66
22

10
66

18
96

62
2

18
96

62
2



42　　立正大学経済学季報第 66巻第 1・2号
非
金
融
法
人
企
業

金
融
機
関

一
般
政
府

家
計

対家
計民
間非
営利
団体

海
外

合
計

20
09
年

支
払

受
取

支
払

受
取

支
払

受
取

支
払

受
取

支
払

受
取

支
払

受
取

支
払

受
取

1
中
間
投
入

35
31

19
32

56
49

12
51

8
18

31
9

18
98

3
23

80
17

12
3

18
26

4
40

88
27

0
41

19
2

40
58

31
40

58
31

2
家
計
最
終
消
費
支
出

0
17

85
68

0
16

54
5

0
33

03
23

04
96

11
25

7
0

80
48

0
12

77
5

23
04

96
23

04
96

3
政
府
最
終
消
費
支
出

0
31

65
7

0
0

35
43

0
0

0
30

24
0

0
0

75
0

35
43

0
35

43
0

4
総
固
定
資
本
形
成

62
20

4
88
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0

0
0

0
79

01
4

79
01

4
79

01
4

8
雇
用
者
報
酬

15
47

00
0

92
01

0
24

42
8

0
91

58
20

60
14

83
92

0
15

8
22

20
60

36
20

60
36

9
生
産
・
輸
入
品に
課
され
る
税（
控
除
）補
助
金

35
05

6
0

13
0

0
82

37
14

9
16

51
0

23
1

0
0

0
37

14
9

37
14

9
10
利
子

66
57

40
34

26
18

7
44

47
5

11
35

6
57

12
88

91
61

08
15

8
17

6
85

25
15

86
61

77
4

62
09

0
11
法
人
企
業
の
分
配
所
得

13
94

3
78

26
24

94
79

09
0

47
0

0
52

59
0

51
78

79
28

01
24

31
6

24
31

6
12
賃
貸
料

54
33

36
03

11
5

0
35

4
43

25
4

34
42

20
47

25
44

15
88

87
22

87
22

13
所
得
・
富
等
に
課
さ
れ
る
経
常
税

12
01

7
0

20
55

0
0

39
37

5
25

30
3

0
0

0
0

0
39

37
5

39
37

5
14
現
実
社
会
負
担

22
80

3
0

13
56

48
99

36
01

57
73

8
33

63
9

0
12

37
0

0
0

62
63

7
62

63
7

15
現
金
に
よ
る
社
会
保
障
給
付

0
0

0
0

55
36

9
0

0
55

36
9

0
0

0
0

55
36

9
55

36
9

16
年
金
基
金
に
よ
る
社
会
給
付

0
0

69
70

0
0

0
0

69
70

0
0

0
0

69
70

69
70

17
無
基
金
雇
用
者
社
会
給
付

56
90

0
40

8
0

30
95

0
0

95
85

39
2

0
0

0
95

85
95

85
18
社
会
扶
助
給
付

0
0

0
0

94
60

0
0

98
71

41
0

0
0

0
98

71
98

71
19
そ
の
他
の
経
常
移
転

42
02

49
92

56
64

60
38

67
95

6
61

79
2

18
78

9
15

29
5

60
77

16
21

12
29

51
98

78
4

98
78

4
20
土
地
の
購
入
（
純
）

24
8

0
45

54
0

14
08

0
0

18
22

41
1

0
0

0
66

21
18

22
21
資
本
移
転
等

25
09

58
07

42
12

21
98

53
38

42
02

20
16

17
55

0
32

47
7

55
7

14
55

1
14

55
1

22
貸
出
・
借
入

89
2

18
26

77
12

19
97

7
20

88
0

12
6

0
29

4
46

8
13

32
3

21
66

24
43

6
24

43
6

23
株
式
以
外
の
証
券

22
77

30
04

40
65

0
40

95
0

39
67

9
0

17
65

55
6

0
50

61
0

48
54

4
48

54
4

24
株
式
・
出
資
金

12
73

22
5

0
26

82
43

0
39

7
0

85
2

31
0

24
23

0
41

57
41

57
25
保
険
・
年
金
準
備
金

0
0

0
80

92
0

0
80

92
0

0
0

0
0

80
92

80
92

26
そ
の
他
の
金
融
資
産
負
債

19
84

8
0

11
20

1
41

64
0

24
24

27
41

0
21

26
14

42
28

62
7

35
25

3
35

24
2

27
差
額

0
62

65
2

0
14

60
0

46
42

0
17

16
6

0
64

0
82

06
6

0
0

44
94

28
合
計

81
22

93
81

22
93

13
84

12
13

84
12

25
91

70
25

91
70

38
06

72
38

06
72

18
08

8
18

08
8

19
64

64
19

64
64

17
23

03
3

17
23

03
3



46　　立正大学経済学季報第 66巻第 1・2号
非
金
融
法
人
企
業

金
融
機
関

一
般
政
府

家
計

対家
計民
間非
営利
団体

海
外

合
計

20
13
年

支
払

受
取

支
払

受
取

支
払

受
取

支
払

受
取

支
払

受
取

支
払

受
取

支
払

受
取

1
中
間
投
入

39
63

02
34

84
91

11
75

8
17

29
3

20
55

5
22

16
18

00
0

18
85

0
51

28
28

0
64

86
7

45
17

44
45

17
44

2
家
計
最
終
消
費
支
出

0
18

44
18

0
14

61
8

0
33

68
23

97
02

11
16

4
0

89
52

0
17

18
1

23
97

02
23

97
02

3
政
府
最
終
消
費
支
出

0
36

16
8

0
0

40
69

1
0

0
34

55
0

0
0

10
67

40
69

1
40

69
1

4
総
固
定
資
本
形
成

65
70

0
92

95
1

38
59

0
16

63
1

0
16

91
2

57
48

12
17

0
0

56
19

10
43

18
10

43
19

5
在
庫
品
増
加

23
69

27
90

0
0

0
35

40
55

0
0

47
1

0
28

80
28

80
6
輸
出

0
76

02
7

0
76

2
0

0
0

91
9

0
0

77
70

8
0

77
70

8
77

70
9

7
輸
入

87
33

6
0

97
0

0
0

0
27

90
0

0
0

0
91

09
6

91
09

6
91

09
6

8
雇
用
者
報
酬

15
66

08
0

91
22

0
23

96
4

0
93

82
20

74
75

82
68

0
14

8
17

20
74

91
20

74
91

9
生
産
・
輸
入
品に
課
され
る
税（
控
除
）補
助
金

35
95

0
0

25
3

0
84

38
26

0
17

13
0

26
0

0
0

0
38

26
0

38
26

0
10
利
子

61
84

43
42

26
94

4
43

99
2

11
20

9
64

58
86

81
63

20
14

6
16

7
95

92
17

84
62

75
6

63
06

3
11
法
人
企
業
の
分
配
所
得

15
57

8
96

99
30

93
94

09
0

46
5

0
56

42
0

63
10

03
7

34
29

28
70

8
28

70
8

12
賃
貸
料

59
05

41
82

11
1

0
35

0
40

25
7

37
13

21
51

30
81

17
39

97
26

97
26

13
所
得
・
富
等
に
課
さ
れ
る
経
常
税

12
97

5
0

24
36

0
0

41
89

2
26

48
2

0
0

0
0

0
41

89
2

41
89

2
14
現
実
社
会
負
担

23
49

6
0

13
69

49
09

35
95

59
39

5
34

60
4

0
12

40
0

0
0

64
30

4
64

30
4

15
現
金
に
よ
る
社
会
保
障
給
付

0
0

0
0

56
45

7
0

0
56

45
7

0
0

0
0

56
45

7
56

45
7

16
年
金
基
金
に
よ
る
社
会
給
付

0
0

70
23

0
0

0
0

70
23

0
0

0
0

70
23

70
23

17
無
基
金
雇
用
者
社
会
給
付

57
02

0
40

5
0

29
14

0
0

93
95

37
5

0
0

0
93

95
93

95
18
社
会
扶
助
給
付

0
0

0
0

95
48

0
0

10
27

9
73

2
0

0
0

10
27

9
10

27
9

19
そ
の
他
の
経
常
移
転

43
42

48
88

55
64

59
95

70
37

3
64

48
9

18
70

0
14

80
3

56
80

82
24

84
32

61
10

15
18

10
15

18
20
土
地
の
購
入
（
純
）

21
97

0
45

74
0

14
16

0
0

37
42

35
8

0
0

0
85

45
37

42
21
資
本
移
転
等

24
90

58
27

34
71

21
98

59
84

33
32

20
50

18
47

0
47

11
5

85
9

14
11

0
14

11
0

22
貸
出
・
借
入

83
2

62
99

30
90

6
25

86
7

21
04

91
8

0
41

29
0

16
2

21
21

7
17

68
4

55
05

9
55

05
9

23
株
式
以
外
の
証
券

13
97

0
33

57
9

22
39

0
40

02
7

58
60

0
32

9
0

11
02

0
42

26
7

42
26

7
24
株
式
・
出
資
金

46
8

67
9

51
6

44
70

21
24

83
0

10
72

0
23

0
17

32
3

0
18

35
2

18
35

2
25
保
険
・
年
金
準
備
金

0
0

0
77

39
0

0
77

39
0

0
0

0
0

77
39

77
39

26
そ
の
他
の
金
融
資
産
負
債

30
80

7
16

30
6

63
69

0
25

10
0

19
00

18
2

0
39

8
33

27
28

01
0

44
91

3
44

89
6

27
差
額

0
63

56
7

0
12

83
2

0
50

25
0

12
89

4
0

20
3

90
00

8
0

0
45

13
28
合
計

85
66

37
85

66
37

15
23

21
15

23
21

26
84

05
26

84
05

39
48

12
39

48
12

18
15

3
18

15
3

23
66

14
23

66
14

18
36

93
4

18
36

93
4
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19

94
年

非
金
融
法
人
企
業

金
融
機
関

一
般
政
府

家
計

対
家
計
民
間
非
営
利
団
体

海
外

資
金
不
足

合
計

非
金
融
法
人
企
業

37
73

21
 

46
52

6 
72

41
0 

21
92

11
 

80
4 

61
14

0 
0 

77
74

44
 

金
融
機
関

24
91

2 
67

18
2 

37
94

4 
43

20
1 

22
27

 
13

70
9 

82
55

 
19

93
68

 
一
般
政
府

74
14

4 
15

63
9 

33
35

8 
84

40
2 

43
60

 
40

39
 

34
40

 
22

10
78

 
家
計

23
65

19
 

57
44

6 
74

07
0 

34
66

4 
96

31
 

14
89

1 
0 

42
72

23
 

対
家
計
民
間
非
営
利
団
体

41
91

 
73

7 
76

9 
78

49
 

8 
33

0 
32

21
 

17
21

3 
海
外

47
96

9 
11

83
9 

25
27

 
44

12
 

18
4 

10
71

 
27

17
7 

95
18

0 
資
金
余
剰

12
38

8 
0 

0 
33

48
4 

0 
0 

合
計

77
74

44
 

19
93

68
 

22
10

78
 

42
72

23
 

17
21

3 
95

18
0 

19
95
年

非
金
融
法
人
企
業

金
融
機
関

一
般
政
府

家
計

対
家
計
民
間
非
営
利
団
体

海
外

資
金
不
足

合
計

非
金
融
法
人
企
業

38
19

83
 

45
64

8 
72

43
9 

22
16

51
 

65
4 

63
60

4 
0 

78
81

48
 

金
融
機
関

28
72

1 
62

59
1 

49
17

6 
47

08
8 

14
16

 
24

39
3 

0 
21

86
32

 
一
般
政
府

71
02

5 
17

43
7 

32
39

3 
91

56
6 

47
11

 
98

86
 

36
54

 
23

37
63

 
家
計

23
61

19
 

58
46

8 
73

73
7 

34
31

9 
10

19
4 

16
09

1 
0 

42
89

46
 

対
家
計
民
間
非
営
利
団
体

44
86

 
69

0 
17

53
 

84
65

 
6 

34
5 

12
12

 
17

19
9 

海
外

47
67

8 
13

94
9 

42
66

 
57

36
 

21
9 

29
88

 
42

45
5 

11
73

06
 

資
金
余
剰

18
13

6 
19

85
0 

0 
20

12
1 

0 
0 

合
計

78
81

48
 

21
86

32
 

23
37

63
 

42
89

46
 

17
19

9 
11

73
06

 

19
96
年

非
金
融
法
人
企
業

金
融
機
関

一
般
政
府

家
計

対
家
計
民
間
非
営
利
団
体

海
外

資
金
不
足

合
計

非
金
融
法
人
企
業

38
82

21
 

46
23

1 
78

05
3 

22
20

77
 

80
4 

77
45

6 
0 

81
28

73
 

金
融
機
関

29
04

3 
57

56
3 

43
95

4 
40

92
3 

12
32

 
19

37
0 

0 
20

05
25

 
一
般
政
府

74
16

2 
19

05
0 

30
92

7 
91

00
5 

49
13

 
73

25
 

25
37

 
23

37
17

 
家
計

23
93

37
 

56
55

0 
73

97
2 

34
28

2 
10

59
4 

19
77

0 
0 

43
45

27
 

対
家
計
民
間
非
営
利
団
体

44
66

 
67

7 
20

92
 

85
86

 
9 

52
8 

13
64

 
17

75
8 

海
外

53
10

8 
97

85
 

47
20

 
62

05
 

20
7 

18
70

 
50

41
4 

12
63

19
 

資
金
余
剰

24
53

7 
10

67
0 

0 
31

44
9 

0 
0 

合
計

81
28

73
 

20
05

25
 

23
37

17
 

43
45

27
 

17
75

8 
12

63
19

 

付
表
B
　
日
本
版
資
金
循
環
行
列
（
単
位
：
1
0
億
円
）
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19

97
年

非
金
融
法
人
企
業

金
融
機
関

一
般
政
府

家
計

対
家
計
民
間
非
営
利
団
体

海
外

資
金
不
足

合
計

非
金
融
法
人
企
業

41
25

98
 

54
18

8 
80

41
4 

22
72

12
 

69
2 

79
03

7 
0 

85
45

56
 

金
融
機
関

32
20

4 
82

98
0 

40
35

7 
49

70
3 

19
31

 
17

82
9 

0 
23

40
92

 
一
般
政
府

72
67

9 
20

81
8 

31
28

8 
93

79
7 

47
23

 
58

60
 

24
62

 
23

50
26

 
家
計

24
47

48
 

51
97

8 
76

84
4 

33
99

1 
10

53
6 

18
66

5 
0 

43
67

73
 

対
家
計
民
間
非
営
利
団
体

45
76

 
75

2 
29

29
 

91
13

 
9 

32
2 

50
8 

18
20

9 
海
外

60
83

5 
12

14
2 

31
93

 
45

78
 

31
8 

17
38

 
40

63
8 

12
34

51
 

資
金
余
剰

26
91

6 
11

23
4 

0 
18

38
0 

0 
0 

合
計

85
45

56
 

23
40

92
 

23
50

26
 

43
67

73
 

18
20

9 
12

34
51

 

19
98
年

非
金
融
法
人
企
業

金
融
機
関

一
般
政
府

家
計

対
家
計
民
間
非
営
利
団
体

海
外

資
金
不
足

合
計

非
金
融
法
人
企
業

40
23

63
 

51
78

2 
88

79
5 

21
85

47
 

12
57

 
77

30
3 

0 
84

00
31

 
金
融
機
関

29
06

1 
98

82
7 

57
84

2 
33

38
8 

34
30

 
15

93
9 

0 
24

55
55

 
一
般
政
府

91
78

7 
21

74
0 

36
85

2 
96

48
1 

46
64

 
68

11
 

0 
26

13
98

 
家
計

23
54

60
 

48
81

9 
72

22
3 

33
67

8 
10

33
3 

18
01

8 
0 

41
85

16
 

対
家
計
民
間
非
営
利
団
体

44
48

 
64

8 
97

9 
86

34
 

6 
35

3 
41

64
 

19
91

6 
海
外

59
48

6 
98

98
 

24
83

 
34

17
 

22
7 

99
9 

42
92

1 
11

94
23

 
資
金
余
剰

17
42

6 
13

84
1 

22
25

 
24

37
1 

0 
0 

合
計

84
00

31
 

24
55

55
 

26
13

98
 

41
85

16
 

19
91

6 
11

94
23

 

19
99
年

非
金
融
法
人
企
業

金
融
機
関

一
般
政
府

家
計

対
家
計
民
間
非
営
利
団
体

海
外

資
金
不
足

合
計

非
金
融
法
人
企
業

37
17

24
 

59
74

3 
83

84
8 

21
34

79
 

54
9 

74
58

4 
0 

80
39

02
 

金
融
機
関

18
40

0 
81

11
2 

60
14

4 
33

34
8 

82
1 

24
05

7 
15

77
6 

24
58

31
 

一
般
政
府

69
43

5 
25

73
5 

37
24

3 
97

94
7 

45
32

 
13

86
1 

74
23

 
25

98
24

 
家
計

23
14

86
 

47
15

2 
71

59
7 

32
33

2 
95

12
 

17
72

5 
0 

40
97

86
 

対
家
計
民
間
非
営
利
団
体

42
94

 
14

01
 

23
78

 
83

58
 

5 
63

7 
0 

17
88

0 
海
外

60
32

8 
30

68
8 

46
14

 
40

15
 

15
1 

45
10

 
31

07
8 

13
53

74
 

資
金
余
剰

48
23

5 
0 

0 
20

30
8 

23
09

 
0 

合
計

80
39

02
 

24
58

31
 

25
98

24
 

40
97

86
 

17
88

0 
13

53
74

 



資金授受に立脚した国民経済計算体系の構築　　49
20

00
年

非
金
融
法
人
企
業

金
融
機
関

一
般
政
府

家
計

対
家
計
民
間
非
営
利
団
体

海
外

資
金
不
足

合
計

非
金
融
法
人
企
業

38
28

99
 

39
08

8 
87

26
8 

21
61

36
 

97
9 

85
86

8 
0 

81
69

81
 

金
融
機
関

31
53

9 
47

34
4 

42
75

3 
30

42
4 

27
88

 
12

77
3 

0 
17

49
68

 
一
般
政
府

72
76

5 
24

55
8 

39
62

8 
10

03
45

 
40

22
 

82
15

 
70

88
 

25
87

09
 

家
計

23
02

45
 

46
97

6 
78

14
5 

31
76

5 
91

60
 

18
44

1 
0 

41
47

21
 

対
家
計
民
間
非
営
利
団
体

39
87

 
66

3 
11

49
 

74
35

 
7 

52
0 

35
83

 
17

38
4 

海
外

59
36

1 
10

67
8 

97
67

 
30

35
 

42
7 

27
44

 
42

55
3 

12
85

60
 

資
金
余
剰

36
18

5 
56

61
 

0 
25

58
0 

0 
0 

合
計

81
69

81
 

17
49

68
 

25
87

09
 

41
47

21
 

17
38

4 
12

85
60

 

20
01
年

非
金
融
法
人
企
業

金
融
機
関

一
般
政
府

家
計

対
家
計
民
間
非
営
利
団
体

海
外

資
金
不
足

合
計

非
金
融
法
人
企
業

38
29

54
 

52
84

7 
82

86
7 

21
19

32
 

77
5 

90
02

6 
0 

82
49

57
 

金
融
機
関

27
36

6 
86

87
9 

40
48

0 
29

56
4 

13
97

 
12

65
4 

16
44

0 
22

41
38

 
一
般
政
府

73
91

1 
29

84
0 

45
96

4 
10

06
42

 
38

79
 

69
95

 
0 

26
34

14
 

家
計

22
81

89
 

41
09

0 
76

09
1 

30
58

6 
86

83
 

18
69

1 
0 

40
33

20
 

対
家
計
民
間
非
営
利
団
体

38
16

 
18

99
 

12
47

 
75

43
 

22
 

45
2 

0 
15

21
2 

海
外

56
39

9 
11

58
4 

27
33

 
32

90
 

13
4 

10
72

 
54

68
5 

12
98

90
 

資
金
余
剰

52
32

2 
0 

14
03

3 
19

76
3 

32
3 

0 
合
計

82
49

57
 

22
41

38
 

26
34

14
 

40
33

20
 

15
21

2 
12

98
90

 

20
02
年

非
金
融
法
人
企
業

金
融
機
関

一
般
政
府

家
計

対
家
計
民
間
非
営
利
団
体

海
外

資
金
不
足

合
計

非
金
融
法
人
企
業

35
65

39
 

56
95

6 
77

25
9 

20
22

61
 

59
4 

82
76

8 
0 

77
63

31
 

金
融
機
関

25
33

9 
55

22
7 

36
80

7 
28

52
7 

79
0 

12
52

5 
24

95
6 

19
67

87
 

一
般
政
府

75
60

6 
25

90
4 

45
22

0 
10

18
63

 
38

52
 

11
67

1 
0 

26
64

20
 

家
計

22
70

45
 

44
03

9 
73

52
8 

29
98

4 
94

07
 

21
49

0 
0 

40
79

06
 

対
家
計
民
間
非
営
利
団
体

48
52

 
19

25
 

20
87

 
77

22
 

12
 

11
19

 
0 

17
71

6 
海
外

58
61

8 
12

73
6 

28
30

 
30

38
 

21
5 

16
33

 
52

16
3 

13
12

06
 

資
金
余
剰

28
33

2 
0 

28
69

0 
34

51
1 

28
46

 
0 

合
計

77
63

31
 

19
67

87
 

26
64

20
 

40
79

06
 

17
71

6 
13

12
06

 



50　　立正大学経済学季報第 66巻第 1・2号
20

03
年

非
金
融
法
人
企
業

金
融
機
関

一
般
政
府

家
計

対
家
計
民
間
非
営
利
団
体

海
外

資
金
不
足

合
計

非
金
融
法
人
企
業

35
90

74
 

65
34

0 
82

33
7 

19
86

69
 

65
2 

89
27

1 
0 

79
81

93
 

金
融
機
関

21
41

7 
40

57
9 

49
16

8 
26

72
6 

11
04

 
13

13
6 

22
89

9 
18

87
66

 
一
般
政
府

79
04

2 
22

74
1 

46
19

2 
10

37
19

 
48

50
 

21
20

8 
0 

28
00

16
 

家
計

22
13

41
 

38
87

6 
70

57
5 

29
23

0 
92

98
 

18
40

0 
0 

38
76

69
 

対
家
計
民
間
非
営
利
団
体

44
25

 
95

0 
13

71
 

74
91

 
15

 
61

3 
12

02
 

16
06

6 
海
外

64
10

3 
20

28
1 

21
78

 
49

53
 

14
6 

14
51

 
50

99
8 

14
40

80
 

資
金
余
剰

48
79

1 
0 

28
19

5 
16

88
1 

0 
0 

合
計

79
81

93
 

18
87

66
 

28
00

16
 

38
76

69
 

16
06

6 
14

40
80

 

20
04
年

非
金
融
法
人
企
業

金
融
機
関

一
般
政
府

家
計

対
家
計
民
間
非
営
利
団
体

海
外

資
金
不
足

合
計

非
金
融
法
人
企
業

36
94

23
 

52
68

1 
76

49
0 

19
86

10
 

42
3 

10
29

23
 

0 
80

05
20

 
金
融
機
関

22
32

0 
42

57
2 

47
76

4 
23

10
3 

57
5 

24
84

4 
29

28
3 

19
86

06
 

一
般
政
府

71
69

3 
28

75
7 

51
20

0 
10

23
72

 
40

92
 

20
08

9 
0 

28
01

65
 

家
計

22
04

36
 

48
57

0 
73

35
1 

28
71

5 
95

28
 

19
00

1 
0 

39
95

57
 

対
家
計
民
間
非
営
利
団
体

43
98

 
18

39
 

21
50

 
76

46
 

5 
46

8 
0 

16
62

2 
海
外

72
83

0 
24

18
7 

12
20

8 
40

04
 

15
0 

14
30

 
53

97
3 

16
87

56
 

資
金
余
剰

39
42

0 
0 

17
00

2 
35

10
8 

18
49

 
0 

合
計

80
05

20
 

19
86

06
 

28
01

65
 

39
95

57
 

16
62

2 
16

87
56

 

20
05
年

非
金
融
法
人
企
業

金
融
機
関

一
般
政
府

家
計

対
家
計
民
間
非
営
利
団
体

海
外

資
金
不
足

合
計

非
金
融
法
人
企
業

38
86

10
 

52
73

5 
87

52
4 

20
19

76
 

43
7 

11
77

10
 

0 
84

89
68

 
金
融
機
関

40
29

8 
53

71
5 

27
56

0 
29

80
0 

60
1 

31
54

7 
36

55
5 

21
65

37
 

一
般
政
府

74
01

3 
30

09
0 

47
52

6 
10

24
01

 
39

68
 

94
26

 
0 

26
49

71
 

家
計

22
00

83
 

54
61

3 
76

37
4 

28
10

1 
94

58
 

19
51

5 
0 

40
81

19
 

対
家
計
民
間
非
営
利
団
体

47
76

 
12

73
 

15
18

 
79

35
 

4 
54

9 
0 

15
94

6 
海
外

80
77

7 
24

11
1 

45
79

 
46

92
 

18
7 

40
30

 
64

41
9 

18
27

76
 

資
金
余
剰

40
41

1 
0 

19
89

1 
33

21
4 

12
90

 
0 

合
計

84
89

68
 

21
65

37
 

26
49

71
 

40
81

19
 

15
94

6 
18

27
76

 



資金授受に立脚した国民経済計算体系の構築　　51
20

06
年

非
金
融
法
人
企
業

金
融
機
関

一
般
政
府

家
計

対
家
計
民
間
非
営
利
団
体

海
外

資
金
不
足

合
計

非
金
融
法
人
企
業

40
08

05
 

40
36

7 
83

17
4 

20
25

00
 

54
5 

13
75

89
 

0 
86

49
91

 
金
融
機
関

22
17

8 
76

51
4 

27
63

4 
23

53
7 

11
10

 
26

73
0 

48
33

0 
22

76
54

 
一
般
政
府

65
14

6 
27

78
2 

44
79

9 
10

23
13

 
43

48
 

89
82

 
0 

25
45

79
 

家
計

22
00

62
 

56
34

4 
78

86
7 

28
27

1 
98

04
 

22
49

2 
0 

41
58

37
 

対
家
計
民
間
非
営
利
団
体

47
22

 
38

19
 

26
83

 
83

60
 

10
 

92
9 

0 
20

52
3 

海
外

88
96

0 
22

82
8 

66
18

 
44

23
 

19
4 

15
08

 
73

70
2 

19
82

30
 

資
金
余
剰

63
11

7 
0 

10
80

5 
46

43
3 

45
13

 
0 

合
計

86
49

91
 

22
76

54
 

25
45

79
 

41
58

37
 

20
52

3 
19

82
30

 

20
07
年

非
金
融
法
人
企
業

金
融
機
関

一
般
政
府

家
計

対
家
計
民
間
非
営
利
団
体

海
外

資
金
不
足

合
計

非
金
融
法
人
企
業

42
09

64
 

38
33

2 
83

54
1 

20
30

83
 

59
2 

14
93

31
 

0 
89

89
98

 
金
融
機
関

26
51

9 
27

36
2 

18
24

4 
25

82
2 

98
1 

22
59

3 
42

40
3 

16
99

29
 

一
般
政
府

69
38

7 
18

35
6 

39
81

8 
10

67
64

 
42

61
 

15
84

5 
0 

25
55

97
 

家
計

21
86

05
 

52
11

3 
79

40
5 

28
35

6 
10

19
0 

26
39

9 
0 

41
50

62
 

対
家
計
民
間
非
営
利
団
体

46
12

 
14

79
 

16
40

 
85

12
 

31
 

12
33

 
0 

17
75

3 
海
外

98
11

7 
32

28
8 

68
70

 
83

68
 

26
1 

38
24

 
69

50
3 

21
92

25
 

資
金
余
剰

60
79

5 
0 

26
07

9 
34

15
7 

14
38

 
0 

合
計

89
89

98
 

16
99

29
 

25
55

97
 

41
50

62
 

17
75

3 
21

92
25

 

20
08
年

非
金
融
法
人
企
業

金
融
機
関

一
般
政
府

家
計

対
家
計
民
間
非
営
利
団
体

海
外

資
金
不
足

合
計

非
金
融
法
人
企
業

42
83

02
 

50
28

6 
81

12
9 

20
56

62
 

54
2 

16
59

43
 

0 
93

14
55

 
金
融
機
関

30
33

1 
53

61
7 

31
39

6 
28

56
2 

10
89

 
99

63
 

32
84

0 
18

77
01

 
一
般
政
府

69
36

2 
25

42
8 

44
89

4 
10

67
86

 
42

44
 

11
75

9 
0 

26
22

41
 

家
計

22
17

66
 

38
43

7 
79

13
3 

27
94

2 
10

04
1 

24
85

6 
0 

40
21

37
 

対
家
計
民
間
非
営
利
団
体

43
78

 
10

12
 

12
15

 
83

84
 

6 
95

1 
24

6 
16

19
2 

海
外

93
42

0 
18

92
1 

29
80

 
60

19
 

27
0 

75
96

 
91

90
2 

22
10

68
 

資
金
余
剰

83
89

6 
0 

21
49

3 
18

78
2 

0 
0 

合
計

93
14

55
 

18
77

01
 

26
22

41
 

40
21

37
 

16
19

2 
22

10
68

 



52　　立正大学経済学季報第 66巻第 1・2号
20

09
年

非
金
融
法
人
企
業

金
融
機
関

一
般
政
府

家
計

対
家
計
民
間
非
営
利
団
体

海
外

資
金
不
足

合
計

非
金
融
法
人
企
業

35
56

56
 

43
54

9 
72

96
3 

19
03

86
 

77
4 

10
75

32
 

0 
77

30
70

 
金
融
機
関

29
71

4 
29

95
0 

57
30

0 
31

99
1 

14
29

 
31

74
9 

0 
18

42
18

 
一
般
政
府

72
92

3 
29

71
8 

46
65

1 
11

11
66

 
44

01
 

14
36

0 
0 

28
02

45
 

家
計

20
86

40
 

38
82

4 
72

57
3 

26
81

6 
92

81
 

18
21

9 
0 

37
43

06
 

対
家
計
民
間
非
営
利
団
体

41
98

 
50

9 
13

49
 

84
45

 
4 

50
1 

11
23

 
16

14
1 

海
外

64
35

0 
40

56
1 

24
97

 
43

30
 

25
1 

13
79

 
60

41
6 

17
37

40
 

資
金
余
剰

37
59

0 
11

07
 

26
91

2 
11

73
 

0 
0 

合
計

77
30

70
 

18
42

18
 

28
02

45
 

37
43

06
 

16
14

1 
17

37
40

 

20
10
年

非
金
融
法
人
企
業

金
融
機
関

一
般
政
府

家
計

対
家
計
民
間
非
営
利
団
体

海
外

資
金
不
足

合
計

非
金
融
法
人
企
業

36
09

77
 

38
86

6 
73

61
3 

18
87

88
 

50
8 

12
57

10
 

0 
78

84
19

 
金
融
機
関

23
08

4 
23

17
1 

54
57

0 
24

65
8 

13
08

 
22

82
3 

0 
15

13
23

 
一
般
政
府

70
41

4 
19

96
3 

48
33

8 
11

05
49

 
49

19
 

14
84

8 
0 

27
00

75
 

家
計

20
94

14
 

34
31

1 
75

10
1 

26
42

7 
96

34
 

19
70

3 
0 

37
45

47
 

対
家
計
民
間
非
営
利
団
体

41
80

 
40

6 
12

08
 

87
47

 
4 

54
9 

16
59

 
16

75
2 

海
外

76
67

6 
22

85
5 

89
40

 
76

58
 

37
9 

24
64

 
67

16
4 

18
60

96
 

資
金
余
剰

43
67

5 
11

75
2 

83
06

 
77

20
 

0 
0 

合
計

78
84

19
 

15
13

23
 

27
00

75
 

37
45

47
 

16
75

2 
18

60
96

 

20
11
年

非
金
融
法
人
企
業

金
融
機
関

一
般
政
府

家
計

対
家
計
民
間
非
営
利
団
体

海
外

資
金
不
足

合
計

非
金
融
法
人
企
業

36
26

82
 

28
93

4 
74

96
1 

19
07

52
 

43
0 

13
51

93
 

0 
79

49
00

 
金
融
機
関

19
96

3 
24

19
3 

40
75

3 
25

36
1 

10
40

 
13

72
7 

0 
12

59
74

 
一
般
政
府

70
26

9 
17

71
9 

46
71

7 
11

18
86

 
50

14
 

18
31

3 
0 

27
03

34
 

家
計

20
79

32
 

28
68

1 
72

94
0 

26
19

7 
10

21
3 

22
70

8 
10

67
 

36
96

91
 

対
家
計
民
間
非
営
利
団
体

45
12

 
44

2 
13

49
 

94
26

 
6 

72
7 

59
1 

17
05

5 
海
外

76
62

2 
11

81
4 

21
81

7 
60

68
 

35
2 

49
58

 
74

03
8 

19
56

25
 

資
金
余
剰

52
92

0 
14

19
2 

11
79

8 
0 

0 
0 

合
計

79
49

00
 

12
59

74
 

27
03

34
 

36
96

91
 

17
05

5 
19

56
25

 



資金授受に立脚した国民経済計算体系の構築　　53
20

12
年

非
金
融
法
人
企
業

金
融
機
関

一
般
政
府

家
計

対
家
計
民
間
非
営
利
団
体

海
外

資
金
不
足

合
計

非
金
融
法
人
企
業

36
83

66
 

30
50

8 
77

64
8 

18
73

08
 

46
8 

14
78

42
 

0 
81

22
93

 
金
融
機
関

19
54

7 
32

23
7 

44
71

8 
24

53
3 

68
9 

13
51

6 
0 

13
84

10
 

一
般
政
府

70
83

6 
16

14
9 

48
64

3 
11

02
83

 
53

95
 

69
02

 
0 

25
91

70
 

家
計

21
11

78
 

34
74

2 
74

73
1 

26
20

0 
10

41
0 

23
45

5 
0 

38
06

73
 

対
家
計
民
間
非
営
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